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序章 

１．地域イノベーション連携（Local Innovation Partnership:ＬＩＰ）とは 

「地域イノベーション連携（Local Innovation Partnership：LIP）」とは、一般財団

法人地域総合整備財団（以下、「当財団」という）が、現状では定義されていない新たな

公民連携の仕組み・取組みについて設定した造語であり、現状では一般に普及している

ワードではない。 

しかしながら、わが国の多くの自治体に有用であるにも関わらず、現状では先進的な

一部の自治体での実施に留まっている新たな仕組み・取組みを全国に広げていくために

は、その仕組み・取組みを一般化して理解してもらうことが必要であることから、当財

団ではこの新たな公民連携の仕組み・取組みに「地域イノベーション連携（Local 

Innovation Partnership：LIP）」というワードを設定して進めることとした。 

 

１-１ 新たな公民連携の仕組みの必要性 

わが国の多くの自治体では急激な人口減少と更なる高齢化の進展1そして都市圏への

人口流出2により、農業・林業・漁業といった地域産業、地域福祉・医療サービスの維持

等の地域的課題が複雑化・多様化し、既存の手法3だけでは課題解決が難しくなっている。

また、SDGs4や DX5といった新たな社会的課題にも対応することが求められるようになっ

ている。 

このような課題を自治体単独で解決するには、人材、財源、知恵、ノウハウといった

リソースが不足しており、これまで以上に民間事業者と連携することが求められるが、

既存の解決手法の延長ではなく、新たな発想で地域のイノベーションによる課題解決の

可能性を追求していかなければ、これらの課題を解決していくことはできないと考えら

れる。 

具体的に総務省でも持続可能な地域社会の実現に向け、Society5.0 の様々な可能性を

活用して、地域コミュニティの維持・再生と地域の安心・安全の確保に取り組む必要が

 
1 総務省「人口推計 2021 年（2021 年）３月報」によると、我が国の人口は 2019 年から 2020 年の 1 年間

に 45 万９千人の減少と 10 年連続の減少となり、65 歳以上の総人口に占める割合は 28.8％と増加し続

ける一方、2015 年から 2020 年までの５年間で、生産年齢人口（15～64 歳人口）は 7,728 万人（2015 

年 10 月１日時点）から 7,449 万人（2020 年 10 月１日時点）へと 279 万人減少した。 
2 総務省「住民基本台帳人口移動報告（日本人移動者）」によると、東京圏への転入超過数はコロナ感染

症の影響で 2020 年は約 9.8 千人と減少したものの、2019 年には日本人移動者で見て 14.6 千人の転入超

過（24 年連続）を記録した（東京圏からの転出者数 35.2 千人に対し転入者数 49.8 千人） 
3 例えば地域のエンパワメントにより解決する手法 
4 「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」。「国連持続可能な開発サミット」にて採択

された、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」において、人間、地球及

び繁栄のための行動計画として、掲げられた 17 の目標と 169 のターゲットから構成される目標。 
5 「Digital Transformation（デジタル・トランスフォーメーション）」。データとデジタル技術を活用

し、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革すること。 
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あるとして、2018 年度より「Society5.0 時代の地方6」実現に取り組んでおり、先行的

な自治体で、民間事業者のテクノロジーを活用し地域の課題を解決しようと試みる取組

みが進められ成果も見られる。 

しかしながら、現状では各自治体が手探りで様々な取組みを進めている状況である。

今後、このような取組みにより全国の地域課題を解決していくためには、自治体が民間

事業者の新たなテクノロジーを導入し、アウトカム志向で課題解決に取り組むことがで

きる、新たな公民連携の仕組みが必要である。 

 

１-２ 地域イノベーション連携の概要 

当財団では前述のような自治体が新しいテクノロジーを持っている民間事業者と連

携し地域課題を解決する新しい仕組みを「地域イノベーション連携（Local Innovation 

Partnership：LIP）（以下、「LIP」という）」と定義し、昨年度（2021 年度）より調査研

究を進めている。昨年度整理した LIP の手法の詳細については、昨年度報告書をご覧い

ただきたいが、本報告書で考える LIP の概要は次の通りである。 

まず、地域イノベーション連携の調査研究を進めるにあたり、関係者が共通理解のも

とで進めるため LIPの定義を以下の通り設定した。従って本報告書における定義も同様

である。なお、この定義は今後の調査研究の中で変化していくことがあると考えている。 

 本報告書において「地域イノベーション」とは、自治体が Society5.07につながる

技術を活用し、地域の課題を解決することをいう。 

 本報告書において「地域イノベーション連携」とは、 地域イノベーション実現

のため、自治体が地域の課題を把握し、公民連携でサービスやプロダクト等を開

発・実証・事業化する仕組み及び一連の取組みをいう。 

これを整理すると、以下の①から③をすべて満たす取組みと言える。 

① Society5.0 につながる技術を活用し、地域の課題を解決するために実施する取

組み。 

② 公共（自治体）が民間との公民連携による開発・実証・事業化に向けた仕組みを

構築する取組み。 

③ 公共（自治体）と連携した民間が課題解決のためのサービスやプロダクト等を創

出する取組み。 

具体的な LIP の事業プロセスは大きく２つの段階に分けて整理できる。一つは課題解

決のサービスやプロダクト創出のプロジェクトを実施する「実施段階」、もう一つはプロ

ジェクトで生み出されたサービスやプロダクトを商品として事業化し、社会に実装する

「事業化段階」である。 

 
6 総務省「地域力強化プラン～「Society5.0 時代の地方」～」（2018 年 12 月 20 日） 
7 サイバー空間とフィジカル空間（現実社会）が高度に融合したシステムにより、経済発展と社会的課題

の解決を両立する超スマート社会（ロボット、AI、ビッグデータ、IoT、新たなネットワーク・デバイス

技術などを駆使し、社会の様々なニーズに対応できる社会）のような我が国が目指すべき未来社会。 
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更に、その２つの段階は５つのフェーズに分けて整理できる。 

「実施段階」は、①課題設計フェーズ、②マッチングフェーズ、③実証実験フェーズ。 

「事業化段階」は、④効果検証フェーズ、⑤実装フェーズに分けることができる。 

参考まで、昨年度（2021 年度）整理した事業実施プロセス及び従来型公民連携事業の

プロセスとの比較を再掲する。 

 

図表:LIP の事業実施プロセス 

 

 

図表:LIP のプロセスと従来型公民連携事業のプロセスの比較 
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また、LIP 自体の特徴は以下のように整理できると考えられる。 

 LIP は強制力のある制度ではなく、実際に各自治体において実行されている

仕組みを調査研究したものであり、世の中のニーズに基づき整理されたもの

である。 

 当研究会としては LIP を、あらゆる時代や環境でも実践でき、誰も取り残さ

ない仕組みとして育てなければいけないものと捉えている。従って、世の中

のニーズがあり、かつ誰でも使える仕組みとなり得るものである。 

 上記特徴を踏まえ、課題があれば LIP の仕組みに反映させていくことで、柔

軟に対応でき、進化できるものである。 

当研究会としては、このような LIPの特徴を念頭に置き、持続可能な仕組みとして LIP

の推進を図りたいと考える。 

 

１-３ LIP に関するふるさと財団の取組み 

当財団における LIPの取組みは下表の通りである。 

昨年度（2021 年度）は、モデル自治体によるケーススタディを行うとともに、先進事

例調査として、LIP の全国的な取組み状況を概観するため都道府県・政令指定都市にア

ンケート調査を行い、アンケート結果を踏まえ成果等に特徴のある７自治体６事業をヒ

アリング調査した。 

 

地域イノベーション連携研究会における取組み 

2021 年度 モデル自治体でのケーススタディと先進事例調査による地域イノベーション連携の手法の研究 

取組

内容 

○モデル自治体でのケーススタディ 

・モデル事業に採択した、宮城県塩竈市、愛知県岡崎市の取組みについて研究。 

・宮城県塩竈市では、浦戸再生プロジェクトとして、有人離島である浦戸諸島において島民や関係者との連携

のもと、新たなテクノロジーによる課題解決をめざした。 

・愛知県岡崎市では、データ駆動型イノベーション創出事業として、公共空間に実装済みスマート技術のデー

タを民間企業との連携により活用し、中心地区の課題解決を図るデータ駆動型社会モデルの構築に取組んだ。 

 

○先進事例調査 

・都道府県・政令指定都市へのアンケート調査により、LIP の取組みは広がりを見せていることが確認できた。 

・LIP の先進的な取組みを実施している自治体に対してヒアリング調査を行い、参考となるポイントを整理。 

・これらの成果から、地域イノベーション連携の手法として、基本的な事業スキームや実施プロセス、自治体

がＬＩＰに取組む際のポイントを整理し、全体的な枠組みを示した。 
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２．地域イノベーション連携研究会について 

２-１ 地域イノベーション連携研究会の設置 

財団は Society5.0 の様々な可能性を活用する地域の実現に向けて、地域イノベーシ

ョン連携ついて調査・研究を行い、その成果を地方公共団体に提供するために、地域イ

ノベーション連携研究会（以下「研究会」という。）を設置する。 

 

２-２ 地域イノベーション連携研究会委員 

研究会委員は、総務省職員のほか、学識経験者、民間企業の実務経験者、先進自治体

の職員等の中から財団が選任した。委員構成は次の通りである。 

 

図表:令和４年度地域イノベーション連携研究会委員 

（敬称略・五十音順、○は委員長） 

氏 名 所 属 

有賀 沙樹 
一般財団法人こゆ地域づくり推進機構 

広報/コミュニティマネージャー 

江崎  浩 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授 

大畑 忠雄 埼玉県横瀬町まち経営課 課長 

片山  尊 
合同会社ＤＭＭ．ｃｏｍ 
イノベーション本部地方創生事業部 事業部長 

〇金谷 隆正 東洋大学大学院公民連携専攻 客員教授 

鎌倉 夏来 東京大学大学院地域未来社会連携研究機構 准教授 

河西 寿幸 
富士通 Japan 株式会社 
クロスインダストリービジネス本部 マネージャー 

瀬戸 紳一郎 一般財団法人地域総合整備財団 専務理事 

武田  卓 神戸市医療・新産業本部新産業課 課長 

西中  隆 総務省自治行政局地域政策課 課長 

吉永 隆之 ＮＰＯ法人コミュニティリンク ディレクター 

 

２-３ 研究方法 

地域イノベーション連携を多くの自治体が活用可能で実効性のあるものとするため

に、概念のみならず、実装可能な実務も含めた具体的な手法を、総合的・客観的に検討・

検証していくことが必要である。そこで本研究会は、地域イノベーション連携の取組み

を行っている自治体のナレッジを「形式知」化し、他の自治体が引き出して使えるよう

に共有化することを目指した。 
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実際には下図の通り、当財団が研究会事務局として 

①地域イノベーション連携の先進事例調査 

②地域イノベーション連携モデル事業によるケーススタディ 

を実施し、その成果をもとに研究会委員がそれぞれの立場で議論し、それらを調査研

究結果として整理する方法で本報告書の取りまとめを行った。 

 

図表:本調査のフロー 

 

 

（１）先進事例調査 

先進事例調査は地域イノベーション連携の先進自治体の取組みを調査し、手法や特徴

を整理するものである。2022 年度の研究テーマは次の通り設定した。 

 

2022 年度先進事例調査の研究テーマ 

「地域イノベーション連携における民間事業者の取組み」 

 

初年度（2021 年度）は、LIP の手法を主に自治体からの目線で整理し、全体的な枠組

みを示すことができた。 

そこで、2022 年度は、自治体が LIP を導入し成果をあげるための実践的な事項を整理

するために、自治体の LIP の取組みを支援する民間事業者や自治体と課題解決プロジェ

クトを行う民間事業者といった、民間側の視点で LIP に取組む際のポイントを整理する

こととした。 

調査は以下の方法で実施した。まず始めに、文献等の調査によりテーマに関連する先

進事例を抽出し、調査対象として４自治体の事業を選定した。 

次に、その自治体へ赴き、自治体職員及び民間事業者に対してヒアリングを行った。 
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（２）モデル事業 

モデル事業は当財団の支援のもと LIPについてモデルとなる市町村によるケーススタ

ディを行い、得られた知見や課題を取りまとめるものである。（第２章 モデル事業） 

モデル事業のスキームは以下の通りである。 

 

図表:モデル事業のスキーム 

 

· 財団は、「モデル事業」を公募し、採択した市町村に事業費用の一部を助成する。 

· 市町村は、「モデル事業」の内容及び進捗状況について研究会に報告する。研究会は

報告された内容をもとに専門的見地から助言を行い、市町村とともに地域イノベーシ

ョン連携手法を検討する。 

· 財団は、「モデル事業」の研究結果を報告書として取りまとめ全国に発信する。 

 

①対象事業 

モデル事業の目的に合致する事業で、以下のすべてに該当するもの。 

(1) 市町村が 2022 年度に実施するもの。 

(2) 市町村が LIP の推進を目的として、イノベーションマネージャー等の専門的人材

を活用し、LIP を実施するもの。 

(3) 市町村又は代表団体がイノベーションマネージャー又はイノベーションマネージ

ャーが所属する法人と業務の委託契約を締結するもの。 

(4) 他の市町村における LIP のモデルとなり得るもの。 

(5) 当該事業に係る助成金等を国、独立行政法人又は他の公益法人等から受けないも

のであること。 
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②助成内容等 

対象事業件数 ２件程度 

助成金額 １事業 800 万円 以内（助成対象事業に係る契約金額の２／３以内） 

対象期間 2022 年４月１日 ～ 2023 年２月 20 日まで 

助成対象経費 市町村との契約金額の総額 

 

➂研究会及び財団への協力 

モデル事業を実施する市町村及びイノベーションマネージャーは、研究会との共同研

究の一環として、年２回程度、財団の要請に応じて、研究会に出席し、モデル事業につ

いて報告を行う。 

財団は、モデル事業の実施及びその検証に当たり、必要に応じて情報提供を求める（な

お、当該事業終了後も協力を要請する場合がある）。また、モデル事業で得られた成果は

報告書としてまとめ、財団より全国に発信する。 

 

３．本報告書の留意点 

本報告書は当財団が、今年度（2022 年度）に実施した地域イノベーション連携研究会

において調査研究を行った内容をまとめたものである。当事業は昨年度（2021 年度）よ

り開始した進行中の事業で、ヒアリング調査も限定的であり、今後の更なる検討が必要

であることを付言する。 

本報告書の活用に当たっては次の点に留意されたい。 

LIP は多様性に富んだ手法である。自治体は、それぞれを取り巻く状況を見据え、住

民や民間事業者等、関係者と議論をしながら、課題解決方法を具体化することができる。 

当報告書の内容は模範解答であるが、実際には多くの困難を伴うものであるというこ

とを自治体の上層部が理解して進めなければ、担当セクションだけに負担を押し付ける

ものになりかねない。自治体の上層部も一体となって取組んでいただくことで困難を乗

り越えることができると考えている。 

また、本報告書「第３章 ＬＩＰにおける民間事業者の取組み」において、自治体と

民間事業者のプレイヤーが win-win となる LIP のあり方を示しているが、正解を示して

いるのではない。 

自らの地域に合った手法を検討するために、「第１章 先進事例調査」に紹介している

先進自治体における取組み内容や「第２章 モデル事業」の取組み内容も参考にされた

い。 
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第１章 先進事例調査 

１．ヒアリング調査 

１-１ ヒアリング調査の概要 

文献調査及びアンケート調査の結果を参考に、以下の５つのポイントを踏まえヒアリ

ング対象の先進事例を選定し、自治体と支援事業者に対しヒアリング調査を実施した。 

 

図表:ヒアリング調査概要 

項目 概要 

調査の趣旨 

LIP の先進事例を選定し、「地域イノベーション連携における民間事業者の取組

み」について、個々の取組みにおけるプロセスや成果・課題等を深掘りすることで、

LIP に取り組もうとする自治体及び民間事業者にとって参考となる情報を得ることを

目的とする。 

ヒアリング事例

選定のポイント 

1. LIP の事例であること。 

2. 推進に当たって地域の課題が明確に認識され、その対応策が他の自治体に

おいても応用可能であること。 

3. 現時点で一定の成果やその過程において発生した課題等が確認でき、関係

者へのヒアリングが可能であること。 

4. 自治体や民間事業者の規模や地域特性等において、一定の多様性を確保

すること。 

5. LIP の仕組み構築において、特徴が異なる事例を選定すること。 

ヒアリング項目 

1. 事業化の経緯 ・・・背景、経緯、導入までの検討ステップ、庁内検討体制等 

2. 民間事業者の取組み内容 ・・・事業スキーム、事業内容等 

3. 民間事業者の取組み成果 ・・・現状での成果、成果につながった要因等 

4. 自治体との役割分担と連携手法・・・・実施体制、役割分担等 

5. 今後の課題と展望・・・課題と対応策、将来に向けた取組み等 
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１-２ ヒアリング対象先進事例 

ヒアリング調査は、次の４自治体の先進事例に対して実施した。 

 

図表:ヒアリング対象先進事例一覧 

自治体名 

(支援事業者) 
自治体規模 事業名 事業概要 

茨城県つくば市 

 

人口: 

241,656 人 

Society5.0 社会 実

装トライアル支援事業 

未来共創プロジェクト

事業 

スタートアップ等と市職員が協働

し、市をフィールドとした実証実験を

通じて、スタートアップ等が持つ革

新的な技術やアイデアの実用化を

支援し、社会課題解決や市民生

活の向上、地域経済の活性化を

はかる取組み。 

高知県日高村 

 

人口: 

4,812 人 

日高村まるごとデジタル

化事業 

日高村みらくるプロジェ

クト 

スマートフォンの普及率 100％を目

指す「村まるごとデジタル化事業」に

より実現した高いスマートフォン普

及率を基盤とし、デジタル技術を活

用し、住民生活の質の向上をはか

る取組み。 

宮城県富谷市 

 

人口: 

51,561 人 

おためしイノベーション

富谷 

市の課題を公開し、民間事業者か

ら地域課題を解決する提案を受け

付け、実証実験を通じて社会実装

を目指す取組み。「おためし」という

言葉を付け加えることで応募時の

民間事業者の心理的ハードルを下

げる狙いがある。 

宮崎県新富町 

 

人口: 

16,564 人 

新富アグリバレー 

地域商社が地域課題解決のハブ

となり、町役場、町内農家の協力

のもと、町の農業課題の解決をは

かるスマート農業の集積地に向け

たプロジェクトを組成することで、

「100 年先も続く持続可能な農業

を実現する」ことを目指す取組み。 

※各自治体の人口は 2020 年国勢調査（人口速報集計）による 
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１-３ ヒアリング調査結果 

（１）茨城県つくば市:Society5.0 社会実装トライアル支援事業・未来共創プロジェクト事業 

①自治体の概要 

つくば市は、茨城県の南西部に位置し、茨城県の県庁所在地水戸市から南西に約 50キ

ロメートル、首都東京から北東に約 50 キロメートル、成田国際空港（成田市）から北

西に約 40キロメートルの距離に位置している。面積は 283.72 平方キロメートルで、県

内で 4番目の広さになっている。 

1987 年 11 月に市制を施行し、筑波郡谷田部町・大穂町・豊里町、新治郡桜村の３町

１村が新設合併する形でつくば市が誕生した。さらに、1988 年 1 月に筑波郡筑波町、

2002 年 11 月に稲敷郡茎崎町を編入し、現在のつくば市となった。 

研究学園都市として、約 150 の研究機関に最先端の研究・事業シーズ、そして約２

万人の研究従事者が集積しており、「知の集積」を活かして、ディープテック8と言われ

る研究成果を基礎とするスタートアップの創出に取り組んでいる。 

2011 年に「つくば国際戦略総合特区」に指定され、つくば市における科学技術の集積

を活用した、次世代がん治療の開発実用や生活支援ロボットの実用化を含む９つのプロ

ジェクトを実施した。また、2018 年には「つくば市スタートアップ戦略」を策定するこ

とで、スタートアップのアイデアを通じた社会問題の解決や革新的な技術開発、新たな

産業の創出等にむけた施策や体制強化を実施し、市内でスタートアップの設立から事業

化、その後の成長を一貫して推進する支援策を提供している。 

図表:つくば市概要 

項目 内容 

人口・将来人口9 人口:241,656 人（2020 年 10 月現在） 

将来人口:242,804 人（2045 年） 

財政10 歳入:1,254 億円（2020 年） 

歳出:1,204 億円（2020 年） 

投資的経費:125 億円（2020 年） 

実質公債費率: 5.1％（2020 年） 

将来負担比率:49.3％（2020 年） 

経常収支比率:92.3％（2020 年） 

直近の公民連携に

関する取組み 

2017 年 Society5.0 社会実装トライアル支援事業を開始 

2018 年 つくば市スタートアップ戦略を策定 

2019 年 未来共創プロジェクト事業開始 

 
8 科学的な発見や革新的な技術に基づいて、社会にインパクトを与えることができる技術のこと。 
9 将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

より 
10 総務省「2020 年度財政状況資料集」 
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②事業の内容 

つくば市では、３つの実証実験事業11を展開しており、そのうち以下の２事業につい

ては、民間事業者から社会課題を解決するための提案を受け付け、実証実験を通じて社

会実装を目指すという点において、共通した目的を有した事業となっている。 

・つくば Society5.0 社会実装トライアル支援事業（以下、Society5.0 事業） 

・つくば未来共創プロジェクト事業（以下、未来共創事業） 

両事業ともに、連携事業者であるスタートアップ等とつくば市職員が協働し、つくば

市をフィールドとした実証実験を通じて、スタートアップ等が持つ革新的な技術やア

イデアの実用化を支援し、社会課題解決や市民生活の向上、地域経済の活性化をはかる

事業である。 

一方で、Society5.0 事業は自治体側から民間事業者等の外部に対して課題やテーマ

等を発信していく形式（プッシュ型事業）であるのに対し、未来共創事業は民間事業者

等の外部が実施したいことを自治体が受け付ける形式（プル型事業）である点が、両事

業の異なるポイントである。 

 

③事業設立／導入の経緯 

つくば市で実証実験事業が活発化する背景として、2016 年に就任した市長が市のビ

ジョンとして「世界のあしたが見えるまち」を掲げるとともに、当時の副市長が「アジ

ャイル行政」等の考え方を発信するなど、スタートアップ的な感覚をもって行政に取り

組んだことから、自治体の課題をスタートアップ等のアイデアやサービスを活用して

解決していく気運が醸成されていったことが挙げられる。 

つくば市は、2007 年につくばチャレンジという移動ロボットの実証実験事業を開始

し、2011 年に搭乗型移動支援ロボットの実証実験の取組みを開始した。これらの実証

実験事業を通じて、市民の科学技術に対する取組みへの理解度や、新しいアイデアを生

かした実証実験等の取組みに対する理解度を高めていった。 

ロボットの実証実験を主軸とする中で、実証実験を希望する企業や研究機関から、

「ロボット以外の実証実験を行う場所を探している」「自社だけではモニター集めが困

難」という声があり、企業ニーズに対応していく必要が生じた。また、2年に 1度実施

している市民意識調査で、「市民が科学技術の恩恵を受けていますか」という質問に対

し、5割以上が「受けていない」と答えた結果を受け、市民が科学技術をプロダクトや

サービスの形で利用できるようにしていかなければいけないという課題があった。 

当該課題に対し、ロボットに限らず科学技術を活用できる社会を実現したいという

 
11 上記 2 事業以外に、「つくばイノベーションスイッチ」（すでに民間では導入が進んでいる先端 ICT 技

術が、まだ公共サービスの分野では導入が進んでいないことに着目し、それらの技術を業務効率化等に資

する製品又はサービスの創出に結びつけるため、民間事業者等との共同研究を実施する事業）があるが、

すでに民間導入が進んでいる技術を自治体に導入するための実証事業であることから、本報告書において

詳細記載を割愛する。 
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構想から、2017 年より Society5.0 の未来社会実現に向けた実証実験を全国の企業等か

ら公募し全面的にサポートする、Society5.0 事業を開始した。 

2018 年には、自治体で初めてつくば市が「スタートアップ推進室」を設置するとと

もに、「つくば市スタートアップ戦略」を策定することで、スタートアップのアイデア

を生かした社会問題の解決を目指し、つくば市科学技術振興課とスタートアップ推進

室が協働して公民連携の事業を行う体制が構築された。 

つくば市の実証実験の実績が増えるにつれて、時期を問わずつくば市で実証実験を

実施したいという企業等からの相談が増えたことから、2019 年度より、未来共創事業

による公民連携の相談窓口を開設し、通期で実証事業等を受け付ける仕組みを作った

ことで、Society5.0 事業と未来共創事業が併存する形で実証実験事業を構成する形と

なった。 

図表:事業設立／導入にかかる実施内容 

 

 

④事業のプロセス 

前述の Society5.0 事業および未来共創事業について、以下に事業のプロセスを整理

する。 

 

■つくば Society5.0 社会実装トライアル支援事業 

本事業の具体的な実施プロセスは、庁内で課題募集を行い「課題設計」したうえで、

対象課題を解決する技術をもつスタートアップ等を公募する（「事業者募集」）。次に、

一次審査（書類審査）、最終審査（面談審査）を経て、応募したスタートアップ等から

5 件程度を選定する（「事業者選定」）。選定された連携事業者は、市の科学技術振興課

（以下、本事業の説明では「LIP 担当課」という。）の職員の支援のもと「実証実験」を

行い、「効果検証」を経て「実装」を目指す。 

なお、本事業においては、つくば市から実証実験に関する資金面の支援（上限 100 万
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円／1件）がある。 

 

【課題設計】  

Society5.0 事業においては、提案者が独自に課題やテーマを設定できるフリー部門

と、庁内で課題募集をかけてあらかじめ課題を設定する課題設定部門の両軸で募集を

かけている。実証実験を地域のメリットにつなげるためには、実証実験内容を地域課題

にフィットさせる必要があるため、自治体職員が感じている課題を予めセットするこ

とが有効である一方で、各課から出てくる課題はインパクトが小さいケースもあるた

め、フリー部門にして民間事業者のアイデアや先端技術から自治体が気付かない課題

にアプローチすることも必要であると考え、このような設計としている。 

課題設定フェーズにおいて課題を設計する際は、LIP 担当課が、つくば市役所の全課・

室に向けて課題提供を依頼し受け付ける。課題が提出されたら、所管課の課長や担当者

にヒアリングを行い、課題の解像度を高めたうえで、テーマを設定する｡ 

課題設計においては、所管課のキーマンを見極め、初期からキーマンを巻き込む形で

事業を進めていくことで実装の確度を高めることができると考え、意識的に行政内部

のコミュニケーションの機会をつくっている。 

 

【事業者募集・選定】 

提示する課題・テーマを決定した後、実証実験を行う民間事業者等を募集する。LIP

担当課が広報担当課と協働し、自治体 HPへの掲載に加え、SNS 等を用いた PR、つなが

りのある企業への直接の紹介や、NEXs TOKYO12などの情報発信を利用するなど、広くス

タートアップ等から応募してもらうための施策を講じている。応募資格は、全国の企

業・研究機関・教育機関が有する。 

応募のあった提案の中から、一次審査（書類審査）、最終審査（面談審査）を経て、

5件以内の採択を目指す。審査にあたっては、「つくば Society 5.0 社会実装トライア

ル支援事業審査委員会」（以下「審査委員会」という。）を設置する。審査委員会は、事

務局を LIP 担当課が行うとともに、9名程度の有識者等13に委員を委嘱する。2022 年度

は、一次審査に 4名、最終審査に 5名の委員が担当した。 

一次審査においては、各委員が提案書類を確認したうえで、応募者に対し応募内容に

関する質問表を送付し、その回答を含めて採点に反映させる。審査項目は、「新規性・

 
12 「NEXs Tokyo」は､ 東京都が運営する､国内外の広域展開に挑むスタートアップのための事業である 
13 有識者は、以下に掲げる者のうちから、市長が委嘱する 

(ア) サイバーセキュリティ、IoT（Internet of Things）、ビックデータ解析、人工知能、ネットワー

ク、コンピューティング等に関する有識者 
(イ) 事業化や起業等に関する有識者 
(ウ) リスクマネジメントに関する有識者 
(エ) スマートシティに関する有識者 
(オ) その他市長が必要と認める者 
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先駆性」「効果・インパクト」「トライアルの実現可能性」「Society5.0 発展性」「安全

性」「社会実装可能性」「支援有効性」「地域課題解決効果」「スマートシティ推進効果」

であり、審査委員会の事務局は全委員の平均点を算出し、審査委員会の議論を経て 1位

から 10 位までを目安に最終審査へ回付する。 

最終審査においては、提案者のプレゼンテーションを踏まえて、各委員が上位 3提案

を選考し、各順位表等を参考として議論をしたうえで、最終順位案 1 位から 5 位まで

の提案を選定する。 

なお、審査に際して、市のスタートアップの定義14に該当し、つくば市スタートアッ

プ登録制度に登録している市内企業または創業や移転により当該年度内に市内でスタ

ートアップの事業を開始予定の者については、「スタートアップ賞」の受賞対象となる

ことができる（1 件／年）。最終審査においてスタートアップ賞を受賞した場合には、

つくば市スタートアップ推進室のコーディネートによる支援を受けることができる。

スタートアップ賞を受賞した企業は、つくば市との公民連携事業において受賞した経

歴をもとに対外的な PRを実施し、企業としての信用度を向上させることが可能となる

ほか、つくば市が社会実装を強く後押しするきっかけを作ることができるなどのメリ

ットがある。 

このような枠組みの中で、過去採択された LEBER 社においては、筑波大学発のベンチ

ャー企業として遠隔医療分野で起業ののち、事業の一つのアイデアとして医療相談ア

プリによる事業展開を検討していたところ、つくば市で新たに Society5.0 事業が開始

されることを知り、応募を決定した背景がある。当時 LEBER 社はつくば市職員との関係

性はなかったため、スタートアップ同士のつながりの中で当事業の情報を得て、自治体

ホームページ等で具体的な情報を得て応募を検討した。 

LEBER 社は当時、開発したプロダクトの利用実績も少なかったことから、自治体に採

択されることで自治体との関係性を構築し、会社としての信頼性を上げていくことが

重要であると考え、応募を決断した。 

応募に当たり、提案可否に対する意思決定者の了承を得た（LEBER 社では社長自ら応

募を決断した）うえで提案リーダー、提案書作成者、事務管理担当の役割分担を定め、

提案書作成を行った。提案チームでは、まず提案リーダーが自治体の方針や施策、事業

の趣旨等を確認したうえで提案書の骨子を作成するとともに、提案スケジュールに沿

って、具体作業を提案書作成者、事務管理担当が作業を行った。 

 
14 ※つくば市のスタートアップの定義：（全てに該当すること） 
• ユニークなテクノロジーや製品・サービス、ビジネスモデルを持ち、事業成長のための投資を行

い、事業成長拡大に取り組んでいる。 
• これまでの世界を覆し、新たな世界への変革にチャレンジしている。 
• 事業分野がライフサイエンス、ロボット、エネルギー、ナノテクノロジー、物質・材料、情報サー

ビス、環境及び宇宙分野のいずれかに該当する。 
• 設立から 10 年未満である。 
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提案書作成にあたっては、本事業の審査項目を確認したうえで、自社の強みと実証内

容、課題解決を実現する将来像をアピールすることを意識した。また、実証実験を実施

するにあたっての体制を事前に検討し、外部委託が必要な場合には必要に応じて事前

に調整を図る。提案書を確定する際は、複数回のチーム内議論を経て意思決定者の確認

（承認）を得て提出した。 

面談審査においては、提案リーダーが中心となり与えられた時間内で端的にプレゼ

ンテーションを行った。プレゼンテーションは、外部のプログラムや他事業等でプレゼ

ンテーションする機会を活用して、ブラッシュアップを重ねていくことで、より伝わり

やすい提案に結びつけることができたとのことである。 

 

【実証実験】 

実証実験にあたり、Society5.0 事業においては期間が定められており、通常８月～

翌年３月までである。1社に１人 LIP 担当課職員の伴走者がつき、①経費支援、②専門

家助言支援、③施設の確保・モニターの斡旋、④大学・研究機関への技術相談斡旋、⑤

市のイベント等の PR の場の提供等をコーディネートする。 

経費支援においては、実証実験に当たって発生する経費の中で、あらかじめ定められ

た項目の経費について、採択 1件につき総額 100万円を上限につくば市が負担をする。

本事業に係る負担金は、地方創生推進交付金を活用している。 

また、専門家助言支援においては、実証実験後の社会実装に向けた精度向上のため、

実証実験期間に 3 回程度、専門家（外部委託）による採択企業へのメンタリングを行っている。 

施設の確保・モニターの斡旋や、大学・研究機関への技術相談斡旋においては、連携

事業者の実証計画に従い、LIP 担当職員が個別にコーディネートの支援を行っている。 

連携事業者は、3月の実証実験完了日までに、指定の様式を使用して、Society5.0 事

業の実績報告を行い、それ以降に成果報告会を実施する。 

このような枠組みの中で、過去採択された LEBER 社においては、開発した医療相談ア

プリ LEBER をつくば市民へ無料配布し、体験者からのアンケートにより追加開発アイ

デアを収集するとともに、認知度の向上、公的機関への導入等を狙う取組みを実施した。

その中で、LIP 担当課職員が LEBER 社担当と協働し、「アプリ利用のモニター集め、ア

ンケート収集」、「広報活動場所の提供（つくば市役所１Ｆで実証実験チラシ配り等）」

「市内ドラッグストアへの協力斡旋と紹介チラシの配置」などを伴走支援することで、

目標の達成を支援した。 

 

【効果検証・実装】 

提案時に設定した成果目標について、実証実験を実施した結果目標に到達できたか、

成果発表会を通じて共有される。 

実証実験を通じて、サービスや商品が課題解決につながるものであることが検証さ
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れる場合には、所管部署での予算化を検討する。LIP 担当課は、Society5.0 事業のフォ

ローアップとして、市内での社会実装を検討している連携事業者に対し、市や大学、研

究機関、企業等への導入促進を支援する方針としている。 

また、つくば市にはトライアル発注認定事業という、新規性のある製品かどうかを検

討するプロセスを経て、民間事業者に随意契約できる資格を与える仕組みがあり、スタ

ートアップ推進室で予算を確保している。 

当事業を通じた社会実装のインパクトは向上の余地があると考えており、社会実装

の確度を上げていくことが今後の課題である。 

このような枠組みの中で、過去採択された LEBER 社においては、実証実験で高まった

認知を活用して営業提案を行い、4つの医療機関、15 組織でのアプリ導入が決定した。

LEBER 社としては、自治体と協働してトライアルを行ったという先行事例が、公的支援

を受けた事実（お墨付き）となり次の事業展開につながっていくことが直接的なメリッ

トとなる。LEBER 社では、LIP 担当課とのモニター集めに関する打ち合わせを経て、市

の互助会に医療相談アプリを 50人分配布し実証実験を行う自治体との連携事例を作る

ことができたことが、次の事業展開につながった成果といえる。 

またその後の展開として、高齢者施設や学校に向けてアプリを追加開発した後、LIP

担当課のフォローアップとして市のキーマンへのつなぎを行い、LEBER社社長が市長へトップ営

業をすること等により、つくば市の学校が自治体で初めて LEBER 社のアプリを導入することを

決定した。前述の実証実験による先行事例が導入のきっかけになった事例といえる。 
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図表:プロセス図 
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■つくば市未来共創プロジェクト事業 

本事業の具体的な実施プロセスは、連携事業者が自治体で行いたい実験内容を提案

し（「提案募集」）、自治体が審査の上採択の可否を判断する（「提案審査」）。採択された

場合には、LIP 担当課職員の協力のもと、つくば市をフィールドとした「実証実験」を

行い、「効果検証」を経て「実装」を目指す。 

本事業においては、通年で申し込みを受け付けている。また、つくば市から実証実験

に関する資金面の支援はない。この点が主に Society5.0 事業と異なる点である。 

 

【提案募集】  

提案募集に当たっては、自治体 HPへ掲載し、通年で連携事業者からの応募を受け付

ける。連携事業者が当事業に参加する場合、まず提案前に「事前相談シート（様式）」

を活用して市へ相談を行う。LIP 担当課は、相談に応じる中で、未来共創の趣旨や目的

との合致性を検討し、その結果を連携事業者へ助言する。未来共創事業に合致しない提

案である場合には、必要に応じて他事業（Society5.0 事業や、つくばイノベーション

スイッチ）を紹介する。 

事前相談後に、連携事業者は LIP 担当課の指定メールアドレス宛に、企画提案資料を

提出することができる。提案にあたっては、つくば市の課題とその解決策を記載すると

ともに、提案内容がつくば市の未来構想・戦略プラン15等に掲げられた施策に位置づく

かを明記する必要がある。 

実証実験の実施期間は、原則年度末までであるが、実証実験の内容により年度末まで

に終了することが難しい場合には、採択結果通知日から 365 日を超えない範囲で期間

を設定することができることとしており、実証スケジュールに柔軟性があるところが

当事業の特徴である。 

民間事業者の目線では、Society5.0 事業のスケジュール感では合わない場合におい

ても、常時応募できることにより自治体の協力のもと実証実験を行うチャンスが与え

られていることはメリットである。 

 

【提案審査】 

連携事業者からの提案書を受け付けた後、LIP 担当課が内容を確認し、提案内容に関

係する部署を特定したうえで、担当部署を決定する。担当部署は、LIP 担当課とともに

提案内容を確認し、必要に応じて連携事業者へヒアリングを実施する。 

提案内容を把握した後、審査により LIP 担当課および担当部署協議のうえで、対応方

針（採択・不採択）を決定する。提案を受け付けてから対応方針が決定し連携事業者へ

 
15 未来構想とは、つくば市の全分野のまちづくりの指針となる構想で、かつては「総合計画」と呼んでい

たものである。また、戦略プランとは、市政の中でも特に重点的に取り組む施策に経営資源を配分し、組

織横断的に実行するともに計画的に進行管理を行うための 5 年間の計画である。 
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通知するまで、通常 2カ月程度を要する。 

 

【実証実験】 

審査を通過した提案については、LIP 担当課職員と担当部署職員が連携事業者に対し、

①フィールド提供、②PR、広報支援、③施設、モニターの斡旋、④大学・研究機関への

技術相談斡旋等の協力が行われる。Society5.0 事業と異なり、経費支援はない。 

連携事業者は、実証実験を行う前に、担当部署や実証実験で使用する施設等の管理者、

モニター等の関係者間で実施内容の調整を行った上で、担当部署に対し実証実験概要

書等を提出する。 

実証フィールドの提供については、つくば市のフィールドに限定される。実証実験の

実施期間は、原則年度末までであるが、実証実験の内容により年度末までに終了するこ

とが難しい場合には、採択結果通知日から 365 日を超えない範囲で期間を設定するこ

とができることとしており、実証スケジュールに柔軟性があるところが当事業の特徴

である。 

実証実験が終了した日から 30日以内に、連携事業者は担当部署へ実績報告書（任意

様式）、実績概要報告書（規定様式）等を提出する。 

 

【効果検証・実装】 

実証実験完了後の実施概要報告書には、「市からのコメント」として、協力した担当

部署からのコメントが付され、今回の実証実験を通じたフィードバックがなされる。 

未来共創事業においても、Society5.0 事業と同様、実証実験終了後も引き続きつくば

市内での社会実装に取り組む連携事業者に対しては、各種支援等施策を活用して、継続

的な支援を行う方針としており、サービスや商品が課題解決につながるものであるこ

とが検証された場合には、担当部署での予算化を検討する。 
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図表:プロセス図 

 
 

⑤事業の体制 

本事業の体制は次の通りであり、LIP 担当課の政策イノベーション部科学技術振興課

が事務局となり、Society5.0 事業と未来共創プロジェクト事業を運営している。また、

連携事業者のうちスタートアップに関連する内容は、スタートアップ推進室と連携し

て伴走支援を実施している。 

自治体が最も地域の調整能力があり高いコミットメントをもっていること、また自

治体職員が自ら動くことで事業ノウハウを蓄積したいという考え方から、つくば市で

は民間の支援事業者を事務局に活用していない。つくば市はスタートアップや研究施

設等の集積があることにより、民間の支援事業者に依存せずとも連携事業者を獲得し

ていくノウハウを有していることが強みである。 

一方で、自治体職員のみでは補完しきれない専門的分野の知識や、採択企業の審査等

に関しては、民間の外部人材を活用している。 
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図表:体制図 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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図表:プレイヤー整理 

大分類 中分類 プレイヤー 役割 

自治体 LIP 担当課 つくば市科学技術

振興課 

• 仕組みの構築、事業運営 

• 連携事業者の審査事務局 

• 民間事業者への伴走支援（実証フィ

ールド等の調整） 

• スタートアップ等への継続支援フォロー

アップ 

支援連携部署 スタートアップ推進

室 

• スタートアップ等への伴走支援 

課題所管部署 つくば市課題所管

部署 

• 市民課題の提出 

• 実証実験への協力 

• 市民課題解決に対する効果検証 

広報担当部署 つくば市広報戦略

課 

• 市ＨＰへ事業詳細を掲載 

• SNS 等を活用した情報拡散 

民間事

業者 

支援事業者 (該当なし) • (該当なし) 

連携事業者 市内外スタートアッ

プ等(LEBER 等) 

• 実証実験への応募 

• 実証実験の実施 

• サービス・プロダクト等の社会実装 

その他プ

レイヤー 

専門家 専門家・有識者 • 連携事業者へのメンタリング、知識共

有 

地域プレイヤー

(学術機関) 

大学・研究機関

等 

• 技術相談等の実証実験への協力 

地域プレイヤー

(住民) 

つくば市民 • モニター参加等の実証実験への協力 

地域プレイヤー

（地元企業） 

地元企業 • モニター参加等の実証実験への協力 

 

⑥事業の成果 

 Society5.0 事業においては、2017 年度から 2021 年度までの間の 5 年間で 26 件採択

し、うち 5 件が社会実装された成果がある。また、未来共創プロジェクト事業において

は、5 年間で 13 件採択している。 

Society5.0 事業は各年 5 件採択することを目標として定めている一方で、その先の

社会実装にどれだけつながったかは数値で測るのが難しく、KPI として明確にセット

していない。社会実装の実績を増やしていくことの重要性は認識しており、毎年精度を

あげるための事業改善を行っている。 
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図表:プロジェクト事例 

事業名 採択企業 概要 

Society5.0

事業 

(2017 年

度採択) 

(株)LEBER ■課題 

• 緊急性の低い軽症者の受診による医療資源ひっ迫 

■実証実験内容 

• 医療相談アプリ「LEBER」を市民へ無料配布し、体験者の

アンケート収集 

• つくば市内薬局にてセルフメディケーション啓蒙活動の実施 

■成果 

• アンケートによるニーズ・開発アイデアの収集、認知度向上 

• つくば市 4 つの医療機関、15 の組織で医療相談アプリ

「LEBER」の導入が決定 

■備考 

• 当事業でつくば市とのつながりができたことにより、コロナ禍にお

いて、学校向けの健康観察アプリ「LEBER」を自治体で初め

てつくば市が本格導入するに至った 

 

⑦進展要因 

 行政トップによる将来を見据えたビジョンの提示 

 市長が、「つくば市スタートアップ戦略」等のビジョンを掲げるとともに、

前副市長が「アジャイル行政」等の考え方を発信するなどスタートアップ的

な感覚をもって行政に取り組んだことにより、LIP の基礎が構築された 

 

 通年で実証実験へ応募できる仕組み 

 時期を問わずつくば市で実証実験を実施したいという企業等からの相談が

増え、通年で実証事業等を受け付ける公民連携の仕組みを作ったことによ

り、つくば市と連携事業者が協働できる機会を増大させることができた 

 

 主体的に連携事業者への伴走支援ができる職員の存在 

 創業に近いベンチャー企業（連携事業者）にとって、支援金目当てで事業に

応募するのではなく、ベンチャー企業を育てる風土がある自治体と協働し

つながりを作ることができることに価値があり、公的支援を受けた事実（お

墨付き）が次の事業展開につながることで社会課題解決の確度が高まる 

 

 社会実装の実現にこだわった継続的な事業の改善 

 専門家の助言を入れる、実証実験の時期を早め十分な時間をとって伴走支
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援していくなど、毎年社会実装の精度をあげる努力やマイナーチェンジを

繰り返すことで、連携事業者がつくば市を舞台に継続的に収益を上げる事

業を産む（０から１を生みだす）確度を上げ、有能な連携事業者への呼び水

となっている 

 

 事業後も継続する連携事業者と自治体職員のリレーションシップ 

 プロジェクト後も単発で関係が終わらず、自治体の信用力やコーディネー

ト力を活用して、LIP 担当課が次の連携先のキーマン紹介等の支援を継続す

ることで、連携事業者が産み出した事業を次の事業や連携先につなげる（１

を 10に拡大していく）確度を上げ、有能な連携事業者への呼び水となって

いる 

 

⑧事業のポイント 

本事業は、科学の街つくばを実証フィールドに、年度単位で成果を創出していくプッ

シュ型の Society5.0 事業と、通年でいつでも提案を受け付けるプル型の未来共創事業

を両軸で運営することで、連携事業者の間口を広げ参加しやすい仕組みを構築してい

る。これにより、スタートアップや研究機関などが集積するつくば市の資源を、社会課

題解決（実装）につなげやすい環境を構築しているところに特徴がある。 

また、支援事業者として事務局に民間事業者を採用することはせず、LIP 担当課やス

タートアップ推進室、広報戦略課といった自治体内の部署と協働することで、自治体に

あるノウハウを活用した事業運営を実施している点にも特徴がある。このように自治

体主導で進めることにより、自治体への事業運営ノウハウの蓄積や、LIP 担当部署の能

力（ネットワーク力・コーディネート力・グリップ力・スピード感など）向上を狙って

いる。 

蓄積したノウハウや職員の能力向上を糧に、Society5.0 事業では 1 社に 1 人担当職

員を配置し外部専門家を活用したメンタリングを実施していることや、前述したトラ

イアル発注認定事業等の制度を作ることで、連携事業者のチャレンジを社会実装につ

なげる仕組みを構築し、市民が科学技術の恩恵を得られたという実感につなげること

を狙っている。 

実際に Society5.0 事業の実証実験に参加した LEBER 社においては、実証実験実施に

よる信用力（お墨付き）を得て、LIP 担当課のフォローアップ等により実証後に健康観

察アプリ LEBER を自治体で初めてつくば市が導入する等の成果を創出した。経費支援

（カネ）だけでなく、社会実装に向けたアクションに拘って、成果を創出している事例

といえる。 
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（２）高知県日高村:日高村まるごとデジタル化事業 

①自治体の概要 

日高村は、高知県の中部に位置し、高知県の県庁所在地高知市から西に 16 キロメー

トルの距離に位置している。村内 3 箇所の JR 駅や国道整備により比較的県内では利便

性が高い村であり、面積は 44.85 平方キロメートルである。 

1954 年 10 月に日下村・能津村および加茂村の一部が合併して日高村が誕生した。さ

らに、加茂村の一部の編入・日高村の一部の佐川町への編入を経て、現在の日高村とな

った。 

日高村では、清流仁淀川に代表される豊かな自然を活かした観光に力を入れている。

また、高糖度トマトのブランドとして、「シュガートマト」の生産を行っているととも

に、中四国最大級の茶園を有する霧山茶業組合では、上煎茶から番茶まで生産している。 

人口減少や少子高齢化といった全国共通の課題感のもと、DX や society5.0 社会に向

けて、足元をしっかりと整えて本当に必要とされる行政サービスや社会課題を解決する

手段や方法を検討し実施している。 

 

図表:日高村概要 

項目 内容 

人口・将来人口16 人口:4,812 人（2020 年 10 月現在） 

将来人口:2,451 人（2045 年） 

財政17 歳入:53 億円（2020 年） 

歳出:47 億円（2020 年） 

投資的経費:9 億円（2020 年） 

実質公債費率: 8.6％（2020 年） 

将来負担比率:－ 

経常収支比率:85.7％（2020 年） 

直近の公民連携に

関する取組み 

・2021 年 4 月 スマホ普及率 100％を目指す「日高村まるごとデジ

タル化事業」の推進を支援する事業者（㈱チェンジ）をプロポーザ

ルで選定し、同年 5 月に同事業を推進するため㈱チェンジ、KDDI

㈱と包括連携協定を締結 

・2022 年 1 月  「高知県日高村まるごとデジタルみらくるプロジェク

ト」を開始し、同年 7 月に第 1 期分の事業を採択（1 事業） 

 
16 将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

より 
17 総務省「2020 年度財政状況資料集」 
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②事業の内容 

日高村では社会課題解決のための実証事業として「高知県日高村まるごとデジタル

みらくるプロジェクト」を実施している。また、当該実証事業実施の前提として「日高

村まるごとデジタル化事業」を実施している。 

 

・日高村まるごとデジタル化事業（以下、村まるごとデジタル化事業）：スマートフォ

ンを社会インフラとして位置づけ、民間ノウハウを活用し、スマートフォンの普及率

100％を目指す。 

・高知県日高村まるごとデジタルみらくるプロジェクト（以下、みらくるプロジェク

ト）：村まるごとデジタル化事業の成果である高いスマートフォン普及率の環境を基盤

とし様々な社会課題解決を図る。デジタル技術等を活用し、住民生活に直接的に影響を

及ぼし、地域住民の負担を限りなく軽減しつつ享受できる利益の最大化を図り、生活の

質の向上につながる事業を実施。 

 

両事業は、社会の DX 化の前提条件にかかる取組として村まるごとデジタル化事業が

あり、みらくるプロジェクトでコンソーシアムを組成し創出された事業により社会課

題解決を図るという関係にある。 

本報告書の研究対象である LIP 事業は、みらくるプロジェクトであるが、その前提条

件として実施された村まるごとデジタル事業についても取り扱うこととする。 

 

③事業設立／導入の経緯 

日高村の人口は、1954 年の 7,926 人をピークに人口減少が続き、2015 年の国勢調査

では 5,030 人まで落ち込んでおり、今後も人口の減少が見込まれている。第１期総合戦

略18を策定した後に、移住定住にかかる取組の一定の効果から一時的に人口減は緩和さ

れたが、人口減少は、子育て世代の女性の流出や出生数の減少、高齢化にともなう人口

の自然減少の影響が大きく、歯止めがかからない状況となっている。 

そのような課題感を踏まえ、地域のデジタル化を進め公的サービスの質の向上を目

指し、日高村においても革新的なサービスを提供できる基盤や環境を整備し、

Society5.0社会に向けた取組をすすめていくために2021年 4月よりスマートフォン普

及率 100%を目指す取組みである村まるごとデジタル化事業を実施するに至った。当事

業では、日高村をはじめ地方の抱える課題をデジタルや ICT などを用いて解決し、住民

生活の質の向上を目指して暮らしやすい社会環境の提供が可能な状態を目指している。

当該事業は推進過程ではあるが、2022 年 6月末時点では約 80%の普及率に至った。 

 
18 2016 年 3 月に策定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」。「まち・ひと・しごと創生法」第 10 条

に基づき、並行して策定した「日高村人口ビジョン」を踏まえ、地域の実情に応じた政策分野ごとの基本

目標や施策の基本的方向、具体的な施策をとりまとめた。 
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また、村まるごとデジタル化事業の成果である他自治体に比較して高いスマートフ

ォン普及率や日本で初めてのスマートフォン普及率 100%を目指す取組を開始すること

ができた意思決定のスピードを生かして、社会課題の解決や地域からボトムアップで

抽出された課題の解決に対して、実証実験事業の展開を支援するみらくるプロジェク

トを 2022 年 1月より開始した。具体的には、日高村自身がオーガナイザーとして、関

係機関や事業等のマッチングなどの調整をプロジェクトの規模や内容に応じて役割分

担し、適切に実施されるよう支援するとともに、プロジェクト実施費用については、企

業版ふるさと納税を活用して財源確保にかかる取組について村が実施することとして

いる。 

 

みらくるプロジェクトについては、LIP 事業として後述することとし、ここではみら

くるプロジェクトの前提事業である村まるごとデジタル化事業について整理する。 

 

■日高村まるごとデジタル化事業 

村まるごとデジタル化事業は LIP 事業であるみらくるプロジェクトと一連の事業で

あり、前提条件を整える土台としての事業として捉えることができる。 

 

  ・日高村まるごとデジタル化事業実施に至る経緯 

日高村では DX 化も含めてその前提条件としてスマートフォンを取得し、日常的に使

うことができる状態になることが必要と考え、2020 年 5 月にスマートフォン普及率の

全量調査を行い、調査結果から事業骨子を作成した上で 2021 年 4 月のプロポーザルを

経て株式会社チェンジを村まるごとデジタル化事業の委託事業者として選定した。な

お、プロポーザルの全体像の１つとして「他自治体のロールモデルとなる事例を創出」

することも掲げており、他自治体への情報提供や視察の受入も積極的に行い、社会の DX 

化に貢献できる村になることを目指している。また、2021 年 5 月に株式会社チェンジ

および株式会社 KDDI と包括連携協定を締結し、日本で初めてスマートフォン普及率

100％を目指す自治体宣言を行い、村まるごとデジタル化事業を開始した。 

 

  ・事業企画及び実施 

事業の企画にあたっては、LIP 担当課職員 1名により企画を始めている。これは、前

提条件が異なる人材が集まって具体的な手続きや仕組みを企画しても、ヒトの関係性

やパワーバランスによって取組み内容が変わってきてしまい、良いものにはならない

という考えが前提にある。ただし、企画後は支援事業者とのディスカッションを重ねる

ことで具体化を進めている。また、事業実現にあたっては村内キーパーソンや村議会を

含めて丁寧に時間をかけて説明をすることで事業の必要性にかかる理解を得ていった。 

また、事業実施にあたっては、株式会社 KDDI のような大手キャリアの参画が必要で
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あり、村との間に支援事業者を入れることでバランスを取ることを意図して支援事業

者の活用に至っている。後述のみらくるプロジェクトの支援事業者でもある株式会社

チェンジと自治体との出会いは LIP 担当課職員のネットワークの中で構想の相談をし

ているなかで紹介してもらったという経緯であった。支援事業者である株式会社チェ

ンジからすると、スマートフォン普及率 100%を目指すという事業に関わり、やり遂げ

ることが自社に対して良いブランディングになると考えている。 

 

  ・村まるごとデジタル化事業詳細 

村まるごとデジタル化事業の柱として、「スマートフォン普及事業」及び「住民生活

の質向上事業」を展開している。 

スマートフォン普及事業に関しては、アンケート調査により地域住民の意見を抽出

したうえで、①日高村を小さく分割（自治会単位）し、説明会やスマホ体験会を実施し、

②よろず相談所を設置し、いつでも困りごとが相談できるようにするとともに、毎月 3

回程度スマホ教室を実施し、③「購入費用」と「ランニングコスト」の住民負担を低く

するために、KDDI 株式会社の自社努力及び購入にかかる自己負担額を緩和するため地

域通貨で購入費支援を行い、ランニングコストは健康活動ポイントに応じて地域通貨

に還元できる仕組みを導入するといった対応を実施した。 

住民生活の質向上事業としては、「健康」「防災」「情報」の 3 分野に関してスマート

フォンを活用した取組を展開した。単にスマートフォンを使えるための施策ではなく、

必ず必要な機能として自分自身で命を守るための取組を促進するものを選定した。特

に、健康事業では株式会社トラストバンクの地域通貨サービスを利用し、健康活動を促

進した。また、各アプリの活用は、説明会や体験会を開催している。 

当該事業はスマートフォン普及率 100%を目指す途上ではあるが、2022 年 6月末時点

では約 80%の普及率に至った。1 年間の普及率は 15%程度向上しており、これは国のス

マートフォン普及率年 1%～3%（引用：情報通信白書）と比較しても成果があった。 

 

図表:事業設立／導入にかかる実施内容 
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④事業のプロセス 

 

前述のみらくるプロジェクトについて、以下に事業のプロセスを整理する。 

 

■高知県日高村まるごとデジタルみらくるプロジェクト 

みらくるプロジェクトの具体的な実施プロセスは、庁内で「課題設計」したうえで、

対象課題を解決する技術をもつスタートアップ等を公募する（事業者募集）。次に、一

次審査（書面審査）、最終審査（面談審査）を経て、応募事業者から選定する（事業者

選定）。選定された連携事業者は、日高村（担当部署は企画課。以下、LIP 担当課）及び

支援事業者である株式会社チェンジを含むコンソーシアムを組成したうえで「実証実

験」を行い、「効果検証」を経て「実装」を目指す。 

なお、本事業のプロジェクト実施費用については、企業版ふるさと納税を活用した財

源確保の取組を村が実施し、財源確保ができた場合に限り、事業を実施する旨を当事業

の応募要領上で明記している。また、プロジェクトの事業実施は日高村からの委託事業

として実施し、株式会社チェンジがプロジェクトマネージャー、事業に応募し選定され

た事業者が実施者となる。 

 

【課題設計】  

みらくるプロジェクトは、デジタル技術等を活用して住民生活の質の向上を目指す

とともに、当村で実証事業として実施することで、社会課題の解決に資する事業として

他自治体などに横展開できる持続可能なサービスを創出することを目的としている。

課題設計に当たっては「本事業が解決を目指す社会課題の例」を提示したものの、事業

者の持つサービスやソリューションを活かして解決可能な社会課題であれば、必ずし

も対象課題を限定するものではないとした。これは、後述する当事業の共通価値である

アジャイル型で課題解決、セレンディピティを楽しむ19といった考え方に基づき、提案

事業者との対話により対象課題を特定していくことを意図しているためであり、応募

前に提案内容をブラッシュアップする伴走支援を前提としている。 

提案事業者から見ると、日高村は課題先進地であり、日高村の課題を解決するために

開発したソリューションは今後、社会実装されていく可能性が高く、魅力的なフィールドに

なりうる。また、単純に自社ソリューションの提案に留まらず、応募前であっても LIP

担当課や支援事業者の伴走を受けながら日高村の現場が持つ具体的な地域性や課題を

踏まえた事業提案の組み直しを実施することができる。 

 

 
19 アジャイル型で課題解決：「仕様等の変更があることを前提に、徐々にすり合わせや検証を重ねるアプ

ローチ」、セレンディピティを楽しむ：「偶然の出会いや、チャンス、発見を楽しみ、直感を信じて時には

方向転換も必要」。いずれも、日高村が提示する事業の共通価値の一つ。 
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【事業者募集・選定】 

事業者の募集に当たっては、LIP 担当課が事業の応募要領及び仕様書を作成し、実証

実験を行う民間事業者等を募集する。なお、効率的かつ優れた成果を達成することを目

的に、コンソーシアムを組んで事業を進めることを想定しており、コンソーシアムの最

小構成は、日高村及び支援事業者である株式会社チェンジと連携事業者である事業者

により構成される。 

みらくるプロジェクトの周知のためには、一般的なプレスリリースを実施するとと

もに、つながりのある企業への直接紹介等をしている。事業に対して興味を持った事業

者は日高村の専用ホームページ上で事業参加の事前登録をし、事業説明会に参加する。 

事業説明会では、事業の共通価値20の説明に多くの時間を割くことにより、共通した

価値感を有する事業参画者により事業が推進されるように考慮している。 

参加条件は、事業者の創意工夫を最大限に活用するため、解決を図る社会課題と同様

に、参画を希望する事業者については特に限定しないこととしている。 

応募のあった提案の中から、一次審査（書面審査）、二次審査（プレゼンテーション）

を経て、採択を目指す。二次審査にあたっては、庁内幹部及び有識者による審査会を設

置し、審査を実施する。 

一次審査においては、応募要件を満たしているかを含めて書類審査を行い、必要に応

じてヒアリングを実施する。 

二次審査においては、提案者のプレゼンテーションを踏まえて、審査会においてその

内容等を審査し、プロジェクトを評価する。審査会審査基準は、事業計画の内容、期待

される効果、実施体制の妥当性、スケジュールの妥当性から構成され、審査会の総意と

して審査結果を取りまとめる。 

このような枠組みの中で、2022 年 7 月に第 1 期分の事業を 1 事業採択している。採

択された事業は、住民参加型健康アプリケーション開発であり、コンソーシアム組成単

位は単にアプリケーション開発だけではなく、開発に関しての体制強化や開発後の横

展開まで視野に入れた構成となっている。 

コンソーシアム参画者の役割及び各社の目的は以下のように整理され、プレスリリ

ースにおいて公表している。 

  

 
20 6 つの共通価値を応募要領の冒頭に提示し、共感を前提にした応募を促している。具体的には、1.フル

コースの料理より、お茶漬け、2.提供価値の向上やコスト削減による高い顧客提供価値の創出、3.フェア

な関係性、4.アジャイル型で課題解決し、大切にするのはアジリティ、5．人とコミュニティのエンパワ

メント、6.セレンディピティを楽しむ、という 6 つを提示している。 
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図表:第 1 期事業で組成されたコンソーシアム参画者の役割と目的 

コンソーシア

ム参画者 

参画者役割 参画者の目的（＝メリット） 

日高村 村内の説明・調整、内外のコーディネ

ート 

社会課題の解決 

㈱チェンジ コンソーシアムの代表事務局として、本

体事業との連携 

デジタルディバイト解消事例の

創出 

㈱フォアフロント

テクノロジー 

高知県が提供する健康アプリの開発

元として、ノウハウを活用したアプリ開発 

本事業の委託先事業者 

㈱四国銀行 金融面の助言、ビジネスマッチング他、

企業版ふるさと納税の実施 

地域のデジタル化ノウハウの獲

得、アプリケーション連携等 

㈱Liquitous 住民からの意見の聴取・分析、要件

定義の質向上 

デジタル市民参加プラットフォ

ームの運用検証 

㈱トラストバンク 健康アプリとのポイント交換 API 連携

開発による、事業の提供価値向上 

アプリケーション連携後の挙動

確認、活用提案 

コンソーシアム参画者の役割及び参画メリットを明確に言語化することにより、価

値観を実現する実施体制を確保するとともに、それぞれの参画者にメリットがあり持

続可能な体制となることを重視している。 

支援事業者である株式会社チェンジの目線では、アジャイル型を標ぼうした事業展

開では説明や調整のコストがかかりがちであるところ、説明や調整のコストを軽くして

いくことにも LIP 担当課と一緒に取り組んでいる。結果として卓越した成果を一緒に目指

すことができている。 

また、当事業においては企業版ふるさと納税等により財源確保ができた場合に限り

事業を実施する旨を事業提案募集段階で明示し、主な財源として企業版ふるさと納税

を活用している。第 1期採択事業では、株式会社四国銀行が企業版ふるさと納税に応じ

ている。株式会社四国銀行と日高村のつながりは LIP 担当者がセミナーに登壇したこ

とがきっかけであり、上表コンソーシアム参画のメリットについても対話を重視する

ことにより明確にしている。 

 

【実証実験・効果検証・実装】 

当事業は 2022 年 7月に第 1期事業として採択されており、採択後事業がスタートし

たタイミングにて本研究でのヒアリングを実施しているため、実証実験、効果検証・実

装にかかる記載は対象外とする。 
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図表:プロセス図（※連携事業者は本年度研究の対象外） 
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⑤事業の体制 

本事業の体制は次の通りであり、LIP 担当課である企画課が事業全体の管理運営統括

を担う。支援事業者である株式会社チェンジは、本コンソーシアムの代表事務局として

プロジェクトマネージャーの役割を担うことで、基盤事業である村まるごとデジタル

化事業との連携を図っている。 

図表:体制図 
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 図表:プレイヤー整理（再掲含む） 

分類 プレイヤー 役割 

LIP 担当課 日高村企画課 • 仕組みの構築 

• 事業全体の管理、運営統括 

• 連携事業者の審査事務局 

• 村内の説明・調整、内外のコーディネート 

支援事業者 ㈱チェンジ • 仕組の構築 

• 実証事業のプロジェクトマネージャー 

連携事業者 事業応募者(㈱フォ

アフロントテクノロジ

ー) 

• 事業への応募 

• コンソーシアムの組成 

• 実証事業の実施 

その他事業者 コンソーシアム参画者 

（体制図参照） 

• ソリューションや知見の提供 

• 実証資金としての企業版ふるさと納税の実施 

地域プレイヤー

(住民) 

日高村民 • 実証実験への意見の提供 

• 利用者として実証実験への参加 

 

⑥事業の成果 

 みらくるプロジェクトの前提事業である村まるごとデジタル化事業では、スマート

フォン普及率 100%を目指す途上ではあるが、2022 年 6 月末時点では約 80%の普及率に

至った。1年間の普及率は 15%程度向上しており、これは国のスマートフォン普及率年

1%～3%（引用：情報通信白書）と比較しても成果があった。 

LIP 事業であるみらくるプロジェクトにおいては、2022 年 7 月に 1 件が採択され開

発・実証が進められている。 

不確実な時代における事業であることを前提に、採択件数を明確な KPI としてセッ

トしていない。また、事業の質を担保するために採択件数を増やすことにはこだわらな

いというスタンスを取っている。 

 

図表:プロジェクト事例 

事業名 採択企業 概要 

みらくるプロ

ジェクト事業 

(2022 年

度採択) 

(株)フォアフ

ロントテクノ

ロジー 

■課題 

• 人口減少の食い止め 

• 少子高齢化への対策 

• 地域経済の循環 

• 社会保障費の適正化 

■実証実験内容 

• 健康活動を記録できるアプリケーションの開発に向けた住民



36 
 

（日高村・

㈱チェンジを

含む 6 者に

てコンソーシ

アムを組

成） 

からの意見聴取 

• 健康アプリケーションの開発 

• 健康アプリケーションの住民への展開 

■目指す成果 

• 住民の意見を反映させた健康アプリケーションを行政が提供

することで、住民側の健康意識の向上や健康活動が継続的

に行われる 

• 健康事業の実施により、社会全体への波及効果が生まれる 

• 行政が主体となって健康事業を継続できる仕組みの構築、

事業拡大に向けたノウハウが得られる 

 

⑦進展要因 

 事業を貫く価値観に対して、対話により共感を得たこと 

 自治体内・住民・事業参画者の理解を得るために、説明と対話を重ね一貫し

た価値観に対する共感を得た 

例 1. みらくるプロジェクトの事業提案を募る際には、提案を単に受けるだ

けでなく、採択前の提案段階であっても対話により地域性や課題を踏まえ

た事業提案に組み直す仕組みとした 

例 2. みらくるプロジェクトのコンソーシアム参画者それぞれとの対話を

重ねることで、参画者それぞれが享受するメリットを言語化し持続可能な

体制となる仕組みとした 

 

 事業の前提条件を見極めた上で、段階を踏んだ事業を実施 

 常時オンライン化を選択できる状態になることが社会の DX化の前提条件で

あると考え、みらくるプロジェクトによる実証実験を実施する前段階とし

て足元を整えるためにスマートフォン普及率 100%を目指した 

 

 企業版ふるさと納税を活用して財源を確保 

 財源確保ができた場合に限り事業を実施する旨を事業提案募集段階で明示

し、主な財源として企業版ふるさと納税を活用した 

 企業版ふるさと納税に応じてもらうために、対話により事業への共感を得

るとともに、寄付企業の享受できるメリットを言語化した 

 

⑧事業のポイント 

本事業は、LIP事業企画の段階で、一足飛びに LIP 事業の企画をするのではなく、村

の状況を見極めた上で、Society5.0 社会に向けた準備を完了するためのフェーズ 0 と
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して、デジタル化の前提条件としてスマートフォンの普及率 100%及びアクティブ率

100%を目指す村まるごとデジタル化事業を実施していることに特徴がある。 

また、事業全体において共通する価値観を明示し共感した参画者によりコンソーシ

アムを組成していること、コンソーシアム参画者それぞれが事業の掲げる価値観を実

現する体制を構築していること、コンソーシアム参画者それぞれにメリットがあり持

続可能な体制としていることにも特徴がある。事業実施に当たっては企業版ふるさと

納税等を活用し財源確保できた場合に限り事業を実施することとしており、寄付企業

のメリットを引き出すために対話を重視していることにも特徴がある。  



38 
 

（３）宮城県富谷市:おためしイノベーション富谷 

①自治体の概要 

富谷市は、宮城県の中央部に位置し、県庁所在地である仙台市の中心部から、北に約

18 キロメートルの距離に位置している。面積は 49.18 平方キロメートルであり、仙台都

市圏に近いという立地を生かし、ベッドタウン機能を担うことで人口増加を実現してき

た歴史がある。 

1889 年に富谷村ほか 11の村を合併して新しい富谷村が誕生し、1963 年に富谷町とし

て町制施行した。町制当時の人口は 5,091 人であったが、1971 年代ころから東向陽台、

鷹乃杜といった団地開発が進み、2012 年には総人口が 50,000 人に到達した。2016 年 10

月に市制施行し、現在の富谷市となった。 

市制施行に際し、「住みたくなるまち日本一」を富谷市の将来像に掲げ、起業支援と 

IT ベンチャー企業の企業誘致等による新たな雇用と創造に取り組むとともに、起業・

創業にチャレンジしやすいサポート体制の整備に重点を置くことで、富谷市で働くこと

にやりがいを実感できるまちづくりを推進している。 

 

図表:富谷市概要 

項目 内容 

人口・将来人口21 人口:51,651 人（2020 年 10 月現在） 

将来人口:56,822 人（2045 年） 

財政22 歳入:219 億円（2020 年） 

歳出:207 億円（2020 年） 

投資的経費:14 億円（2020 年） 

実質公債費率:▲2.2％（2020 年） 

将来負担比率:－ 

経常収支比率:91.7％（2020 年） 

直近の公民連携に

関する取組み 

2018 年まちづくり拠点「富谷市まちづくり産業交流プラザ（以 

下、TOMI+）」を開設 

2018 年コミュニティ起業塾「富谷塾」を開設 

2020 年「おためしイノベーション富谷（以下、OIT）」にて 

地域課題を解決する実証実験事業を開始 

 
21 将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

より 
22 総務省「2020 年度財政状況資料集」 
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②事業の内容 

富谷市では、「おためしイノベーション富谷（以下、OIT）」という実証実験事業を展

開しており、富谷市の課題を公開し、民間事業者から地域課題を解決する提案を受け付

け、実証実験を通じて社会実装を目指す事業を行っている。「イノベーション」に「お

ためし」という言葉を付け加えることで応募時の心理的ハードルを下げ、民間事業者が

手を上げやすいと思える実証実験事業を目指している。 

OIT では、「Urban Innovation Japan（以下、UIJ）23」のマッチングプラットフォー

ムを活用して民間事業者の募集を行うパターンと、UIJ を活用せず支援事業者が LIP 担

当課と相談して課題と民間事業者をマッチングするパターンの 2 種類が存在する。こ

れは、UIJを活用することでスタートアップ等とのネットワークを補完し特筆する成果

を期待するとともに、おためしで実証実験を実施したい民間事業者にもチャレンジの

機会を創出できるように考え出したものである。 

2020 年度においては、OIT で収集した地域課題のうち、UIJ を活用するパターンで 2

件マッチングし、UIJ を活用しないパターンで 3件をマッチングしている。 

 

③事業設立／導入の経緯 

富谷市は、全国的な人口減少社会にある中、人口が増え続ける稀有な地域性を持つ。

2016 年 10 月の市制施行に際し「住みたくなるまち日本一」を将来像に掲げ、人に重点

を置いた都市計画を推進した。2017 年には富谷市総合計画を策定し、人が主役となる

「雇用の場の創出」を最重点プロジェクトとして位置付ける中で、人づくりや交流の拠

点となる場の必要性が生じた。 

そこで、地域産業の交流の場として活用することを目的に、旧富谷町役場庁舎を改装し、「富

谷市まちづくり産業交流プラザ（TOMI+）」の整備に着手した。なお、TOMI+の整備には地方創生

拠点整備交付金を活用している。 

また同時期に、富谷市の富谷市産業観光課（以下、「LIP 担当課」）職員が地域金融機

関のセミナーに参加し「サテライトオフィス誘致の効果」と「地域課題解決のための企

業連携」について、重要性を認識した。その後、TOMI+運営支援業務を受託した㈱あわ

えと委託契約し、2018 年に TOMI+をオープンした。 

TOMI+の運営に当たり、人づくりにはハード（施設）だけではなくソフト（コンテン

ツ）が重要であることから、コミュニティコンシェルジュが常駐する形式とし、加えて

対話を通して仲間をつくり学び合いながら想いを実現する起業塾「富谷塾」をスタート

した。富谷塾は、一般的な起業塾とは異なり起業したい人だけではなく「やりたいこと

が明確ではないが何か活動をしたい人」が集まるコミュニティとして参加を促し、想い

を実現するための第一歩を踏み出しやすい環境を整備している。富谷塾生は年度ごと

 
23 Urban Innovation JAPAN は神戸市から生まれた、日本全国の自治体の課題とスタートアップ・民間

企業をマッチングするオープンイノベーション・プラットフォームである 
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に在籍者数を区切っており、2022 年度（5 期生）は 166 名（2022 年 12 月 31 日時点）

である。「富谷塾」の塾長は市長であり、運営は TOMI+のコミュニティコンシェルジュが

担当している。 

2020 年には、実証実験事業である「おためしイノベーション富谷（OIT）」を開始し

た。背景として、富谷市ではサテライトオフィス誘致を継続しているが、地域に継続的

な仕事が無いと撤退してしまうといった課題や、自治体だけでは解決しづらいその他多くの地

域課題の存在があった。そこで、民間事業者と自治体職員が協働することで地域課題を解決し、

かつ課題解決する企業が富谷市で仕事を生みだす可能性のある実証実験事業に目を付けた。 

OIT は実証実験事業のノウハウを富谷市に蓄積するため、「Urban Innovation 

Japan(UIJ)」のプラットフォームを活用して開始した。実証実験事業は富谷市において

新たな試みであるとともに、UIJ を活用するための資金も必要となることから、庁内の

理解を得る必要があった。そこで、LIP 担当課職員は自治体職員同士の交流会で得た神

戸市官民協働の担当者とのつながりを軸に、神戸市役所へ富谷市長と視察するなど市

長の理解を得るプロセスを経ることで、UIJの枠組みを活用した実証実験事業の体制構

築を進めた。なお、OIT の運営事務局は、「富谷塾」と同様に TOMI＋のコミュニティコ

ンシェルジュが担当している。 

2021 年からは、TOMI+の運営委託事業者をためま㈱が受託している。TOMI+、富谷塾、

OIT の運営については、LIP 担当課職員と、委託事業者であるためま㈱のコミュニティ

コンシェルジュが TOMI+の施設等を通じて頻度高く協議し、事業を前に進めている。 

 

図表:事業設立／導入にかかる実施内容 

 

 

④ 事業のプロセス 

本事業の具体的な実施プロセスは、庁内で課題募集を行い「課題設計」したうえで、

対象課題を解決する技術をもつ民間事業者を公募する（事業者募集）。次に、一次審査
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（書類）、面談審査を経て、それぞれの課題に対して１件の提案の採択を目指す（事業

者選定）。選定された連携事業者は、富谷市所管部署の職員と協働して「実証実験」を

行い、「効果検証」を経て「実装」を目指す。 

なお、本事業においては、富谷市から実証実験に関する資金面の支援（上限 30万円

／1件）に加え、実証期間中の TOMI+シェアオフィス無料貸与の支援がある。 

 

【課題設計】  

課題設計においては、庁内のすべての課から課題を募集する。その際には、市役所職

員向け、および管理職向けに説明を実施し、事業への協力を依頼する。その後、LIP担

当課からメールにて全課へ課題を募集し、収集する。全課から 1課題以上提出されるこ

とを目標としており、2020 年においては約 2週間の募集期間を経て約 30の課題が提出

された。 

その後、課題の内容について、LIP 担当課と支援事業者が課題所管部署にヒアリング

を実施し、課題の緊急度や重要度、課題を所管する課の受入環境に応じて OIT で募集す

る課題を選定する。OIT で募集する課題から漏れた課題については、富谷塾生と課題所

管部署をマッチングさせるなど、課題を課題のままとしないよう解決に向けた取組み

を行っている。 

OIT で募集する課題が選定されたら、課題所管部署において、提案募集のための文書

を作成し、事務局である支援事業者に提出し、支援事業者は民間企業が応募しやすいよ

う課題の記述をブラッシュアップする。UIJ のプラットフォームを活用する場合には、

NPO 法人コミュニティリンクが UIJ 事務局の目線で再度課題や募集要項等の記述のブ

ラッシュアップを行い、自治体職員と協議のうえで掲載する内容を固める。応募する民

間事業者の目線では、課題内容が明確であり、かつ職員自らが意見を出すなど積極的な

関与が見込まれる課題設計がされていることが望ましいことから、UIJ に掲載する場合

にはクォリティを担保できるようなアドバイスが実施されている。 

なお、LIP 担当課は、課題設計段階で UIJを活用する枠と UIJ を活用しない枠は予め

分けており、UIJ の活用に対応する予算をとっている。 

 

【事業者募集・選定】 

掲示する課題・テーマを決定した後、実証実験を行う民間事業者等を募集する。具体

的には、自治体 HP への掲載に加え、Peatix24等の媒体を活用して民間事業者向けのオ

ンライン説明会を開催するとともに、SNS での情報拡散、熱意ある地方創生ベンチャー

連合25での情報発信媒体を活用するなど、スタートアップに情報が届くような仕掛けを

行っている。UIJ を活用する場合には、UIJのホームページ上に課題が掲載され、より

 
24 Peatix イベント管理サービス 
25 熱意ある地方創生ベンチャー連合 
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多くのスタートアップ等へのアプローチが期待される。また、課題所管部署が直接応募

事業者と会話できる機会のある説明会を実施している。 

民間事業者は、説明会等を通じて自社の開発するソリューションと富谷市の課題の

親和性を確認したうえで、応募の可否を判断する。 

LIP 担当課では、応募のあった提案の中から、書類審査、面談審査を経て、各課題 1

件の採択を目指す。過去の応募数は 1課題につき平均 3提案程度である。 

一次審査においては、事務局および LIP 担当課が提案書類を確認したうえで、応募者

に対し必要に応じて事務局面談を実施し、面談審査へ進めるか否かを判断する。 

面談審査においては、事務局と課題所管部署にてオンライン面談を実施し、提案者の

プレゼンテーションを踏まえて、採択の可否を判断する。審査項目は、「取組み体制」

「課題の理解度・効果」「職員との協調性」「新規性・創造性」「継続性・収益性」であ

る。 

なお、UIJ を活用しない場合には、支援事業者に対する予算の枠内で、支援事業者と

LIP 担当課が組みたい企業と課題所管部署を別途マッチングさせて実証実験を進める

ケースもある。 

このような枠組みの中で、過去採択されたあっとクリエーション社においては、UIJ

からの案内により富谷市が UIJ のプラットフォームを活用して民間事業者を募集して

いることを認知した。過去において、富谷市や、支援事業者とのつながりがあったわけ

ではなく、UIJ のホームページから詳細を確認しての応募となった。 

同社代表の黒木氏は、UIJ に掲載された課題が自社サービスのカンタンマップを活用

することで解決できると考え、代表自ら提案に踏み切った。事業費支援金が欲しいわけ

ではなく、自治体が抱えている課題をオープンに教えていただき課題解決に向けて協

働することで、事業の横展開に資するようなサービスを作り、社会課題の解決に貢献し

たいという思いから応募を決断したとのことである。 

 

【実証実験】 

連携事業者が決定した後、連携事業者が課題所管部署と初回打ち合わせを行い、プロ

トタイプの仕様を確定する。仕様が確定したら、実証実験が開始される。 

実証実験にあたり連携事業者に対して、事務局である支援事業者および所管部署担

当者がつき、地域課題に対してどのような背景や現状があるか、どのようなニーズがあ

るのか等について、詳しくアドバイスを受けることができる。また別途、①事業費支援、

②TOMI+シェアオフィスの提供、③必要データ等の提供、④実証実施への協力・調整、

⑤プレスリリース等の広報活動支援等をコーディネートする。 

事業費支援においては、実証実験に当たって発生する実証事業費につき、採択 1件に

つき 30 万円を上限に負担をする。なお、当事業費支援額は、実証実験終了後に支払わ

れる。 
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また実証実験期間中は連携事業者が TOMI+シェアオフィスに入居する費用を無料と

し、いつでも支援事業者の助言を受けることが可能となっている。必要データ等の提供

や実証実施への協力・調整については、課題所管部署と支援事業者が連携して提供され

る。連携事業者は、3～4 カ月の実証実験期間において、各種協力を得ながら週１回１

時間程度課題所管部署担当者と議論するとともに、実証実験のための協働・開発を行う。 

このような枠組みの中で、過去採択されたあっとクリエーション社においては、支援

事業者のコーディネーターおよびＵＩＪ、富谷市課題所管部署（都市整備課）、LIP 担

当課の担当者とともに、2週間に 1回程度の頻度でマイルストーンを置いて定例ミーテ

ィングを通じてプロトタイプの開発を進めた。課題所管部署担当者との議論により、課

題を解決するために様々なステークホルダーとの調整が必要となる中で、目指すべき

ゴールも随時調整しながら事業を進めていった。 

支援事業者のコーディネーターは、採択企業の実証事業に関するプロジェクトマネ

ジメント（TODO 管理、進捗管理）や、自治体職員と連携事業者の間に入り事業が円滑

に進むようコミュニケーションの調整役を行った。行政サイドと民間サイドの認識は

異なることが多く、ミーティングの中でも細かい調整が必要となることから、連携事業

者目線でも、支援事業者によるファシリテーションは大変重要な役割であった。 

連携事業者であるあっとクリエーション社にとっては、課題所管部署の担当者が民

間事業者と協働していく意欲を強く感じ取れることや、自治体の課題やソリューショ

ンに対する反応も含めてオープンに情報を開示してもらえることを価値としてとらえ

て実証実験を進めていくことができたとのことである。 

 

【効果検証・実装】 

連携事業者は支援事業者の支援の下、実証実験を通じて実施した内容について取り

まとめを行い、実証成果を報告するとともに、実証実験の成果に応じて課題所管部署で

の次年度予算化に向けた提案を実施する。自治体の課題所管部署は、連携事業者が作っ

たプロトタイプの検証を実施し、課題解決につながるものであることや、業務効率化や

市民サービスの向上、人材育成等に役立つことが検証される場合には、予算化を検討す

る。 

なお、本事業は実証実験期間において週 1回程度、課題所管部署と連携事業者が議論

を行いながら進めるため、各ミーティング内において効果に関するフィードバック等

が行われることとなる。 

また、連携事業者については、UIJ のプラットフォーム等を活用し、他自治体への横

展開支援が行われる。 

このような枠組みの中で、過去採択されたあっとクリエーション社のケースにおい

ては、プロジェクト関係者からの評価を集計し、既存システムとあっとクリエーション

社のプロダクトとの比較を実施した結果、効率性、正確性、将来性、先進性、市民協働
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性、利便性すべての項目においてよい評価を得た。このような結果を受け、富谷市にお

いては、課題所管部署と同社の関係性を継続して改良を重ねた結果、翌年度に予算化が

検討され実装に至った。 

また、同社の OIT の成果が UIJ ホームページのインタビューに掲載されるなど、事

例から期待できるサービスの価値が全国に発信された。同社は、富谷市で実施した成果

と信用力を活用し広報を行うことで、他自治体からの引き合いを受けることに成功し

ており、自治体の課題と民間事業者のソリューションから、他自治体への横展開が期待

できる価値が生み出された事例と言える。 

  



45 
 

図表:プロセス図 
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⑤事業の体制 

本事業の体制は次の通りであり、LIP 担当課の富谷市産業観光課が支援事業者である

ためま㈱に事務局を委託するとともに、OITで UIJ を活用する場合には NPO法人コミュ

ニティリンクにスタートアップとのマッチングに関する業務を委託している。 

支援事業者であるためま㈱は、実証実験事業である OIT だけではなく、TOMI+のコミ

ュニティコンシェルジュ業務、富谷塾の事務局を受託している。 

 

図表:体制図 

 
    図表:プレイヤー整理 

分類 プレイヤー 役割 

LIP 担当課 富谷市産業観光課 • 実証事業の仕組み構築、事業運営 

課題所管部署 富谷市課題所管部

署 

• 行政課題の提出 

• 実証実験への協力 

• 課題解決に対する効果検証 

支援事業者 1 ためま㈱（2020 年

度までは㈱あわえ） 

• 本事業の運営事務局担当 

• 課題設計、審査実施に関する助言 

• 実証実験実施時における、自治体と連携事業

者のつなぎ 
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支援事業者 2 NPO 法人コミュニティ

リンク 

• UIJ プラットフォームの活用 

• 課題や応募要項のブラッシュアップ 

連携事業者 市内外スタートアップ

等(あっとクリエーショ

ン等) 

• 実証実験への応募 

• 実証実験の実施 

• サービス・プロダクト等の社会実装 

地域プレイヤー

（富谷塾生） 

富谷塾生 • 実証実験事業への協力 

• OIT で募集する以外の社会課題に対する課題

所管部署との協力 

地域プレイヤー

（地元企業） 

地元企業 • モニター参加等の実証実験への協力 

 

⑥事業の成果 

 OIT においては、2020 年度に 5件、2021 年度に 4件で計 9件採択した。 

また、以下あっとクリエーション㈱の事例については、2020 年度の実証実験を経て

2021 年度に予算化が検討され、2022 年度に本格導入が決定した。 

TOMI+、富谷塾、OIT の事務局を一体として実施している支援事業者（ためま㈱）は、

LIP 担当課と事業を運営することで、市民や行政担当者がより当事者意識や共助の意識

をもち地域課題解決に取り組めるようになることを目指しており、近い将来に LIP 担

当課が支援事業者無しで自走化できることを目標として、事業を進めている。 

 

図表:プロジェクト事例 

採択企業 概要 

あっとクリエー

ション(株) 

■課題 

• 市内約 5,200 灯の道路照明灯と防犯灯を限られた人数で維持して

いくため、情報管理を効率化したい。 

■実証実験内容 

• 道路照明灯等の位置情報と現地設置箇所の整合性が常に図られる

情報管理システムの構築と試験的導入 

■成果 

• 2020 年度の実証実験において、道路照明灯や防犯灯管理に関わ

る業務の効率化を図るとともに、常時最新の情報管理を実現 

• 2022 年度に富谷市での本格導入が決定 

■備考 

• 当事業における実証の成果をもって、道路照明灯等の維持管理業

務の問題に苦慮している他の自治体にも今回のノウハウを生かした提

案を実施し、問い合わせが入っている状況 
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⑦進展要因 

 自治体側による本音の課題の提示 

 富谷塾を活用して自治体と地域住民が地域課題について本音で語れる場を

創出することや、実際に課題を持つ課題所管部署担当者が OIT の説明会か

ら実証実験まで自分事として事業に参加することなど、富谷市職員が地域

課題と向き合うことで課題の解像度を上げる取組みを行っている 

 

 支援事業者活用による自治体が不足するノウハウの補完 

 サテライトオフィスの誘致や実証実験の実施等、ノウハウが必要な事業に

ついては、適切な支援事業者を活用することで自治体内にノウハウを取り

入れ、徐々に自走化や地域の特性に合ったやり方を取り入れていく取組み

を行っている 

 

 地域の特徴に合わせた継続的な事業の改善 

 OIT は、特筆する成果の創出が期待できるよう UIJ の支援を受けて開始した

が、各課から提出されたその他多数の地域課題についても解決の道を探る

べく、UIJとは別の枠組みで支援事業者であるためま㈱のコーディネーター

や、LIP 担当者のつながりからマッチングを図り地域課題解決の幅を広げて

いる 

 

 変化を恐れずチャレンジするマインドの醸成 

 イノベーションを通じて社会課題を解決する、という命題に対し、「おため

し」の要素を加え応募のハードルを下げることで、地域の事業者や富谷塾生

の、「チャレンジしたい」想いにこたえられるような事業設計としている 

 取組みに参加することで、自治体職員のレベルアップを図るとともに、地域

の事業者が公助に頼るだけではなく、地域住民の力（共助）で課題を解決で

きる、ということを実感できるような事業を目指している 

 

 

⑧事業のポイント 

本事業は、TOMI+という地域産業の交流を図る施設（ハード事業）と、富谷塾や OIT、

サテライトオフィス誘致といったソフト事業を一体として運営することで、公民連携

機会や雇用の場の創出を図る取組みを行っている点に特徴がある。 

実証実験事業においては、NPO 法人コミュニティリンクが運営するプラットフォーム

を活用して公民連携の仕組みを作り上げることからスタートし、そこに地域独自の「お
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ためし」の要素を取り入れる等、独自の展開に発展させている点にも特徴がある。サテ

ライトオフィス誘致や実証実験事業などの新たな事業を、支援事業者のノウハウと

TOMI+・富谷塾などの地域資源を連携させることで、富谷市独自の仕組みに昇華してい

るといえる。 

また、行政の課題所管部署が、事業募集時から実証実験、効果検証に至るまで、継続

的に連携事業者と対話を重ね、課題を深堀していくところにも特徴がある。OITに参加

したあっとクリエーション社においては、自治体の課題解決に向けて実施した結果を

富谷市・UIJ とともに情報発信することにより、その成果が他自治体や事業者に広く認

知され、富谷市での実装だけでなく、他自治体からも多く引き合いがある状況となった。

これは自治体が抱えている課題を担当者と何度も議論できる仕組みを実証実験に取り

入れていることによるといえる。 
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（４）宮崎県新富町:新富アグリバレー 

①自治体の概要 

新富町は、宮崎県の中央部の沿岸地帯に位置し、県庁所在地である宮崎市の中心部か

ら北に約 20 キロメートルの距離に位置している。面積は 61.53 平方キロメートルであ

り、中心部に建設された航空自衛隊新田原基地は、F15J ジェット戦闘機の基地として国

土防衛の役割をはたしている。耕地面積は約 2,200 ヘクタール、水田と畑がほぼ半分ず

つであり、水田地帯では早期水稲、施設園芸が盛んで、トマト、キュウリ、ピーマンな

どが栽培され、畑地帯ではメロン、タバコ、茶が栽培され、豚、養鶏、肉牛、酪農など

の畜産も盛んな地域である。 

1959 年に町村合併促進法にもとづいて旧新田村と旧富田村の２村が合併し、現在の

新富町が誕生した。新富町の総人口は 2000 年をピークに減少に転じ、今後も減少傾向

が続くと予想されている。また、産業別就業人口の中でも、農業の就業人口の減少が顕

著となっている。 

新富町では、「子や孫たちが帰って来たくなるまち」を基本ビジョンに掲げ、産業・経

済分野においては農林水産業を重要な産業と位置付けることで、経営規模の拡大や農業

にチャレンジする人への自立支援、新たな栽培・飼育方法にチャレンジしやすい環境の

整備など、農林水産業を営む人や営みたい人にとって魅力ある街となる取組みを進めて

いる。 

図表:新富町概要 

項目 内容 

人口・将来人口26 人口:16,564 人（2020 年 10 月現在） 

将来人口:11,421 人（2045 年） 

財政27 歳入:139 億円（2020 年） 

歳出:135 億円（2020 年） 

投資的経費:16 億円（2020 年） 

実質公債費率: 8.4％（2020 年） 

将来負担比率: 6.9％（2020 年） 

経常収支比率:94.4％（2020 年） 

直近の公民連携に

関する取組み 

2017 年 経済活動の活性化とにぎわい創出のため、行政の枠を超

え幅広く・スピード感を持って取り組む「こゆ財団」を設立 

2018 年 「儲かる農業研究会」開設  

2019 年 100 年先も続く持続可能な農業の実現を目指すプロジェ

クト「新富アグリバレー」を開始 

 
26 将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

より 
27 総務省「2020 年度財政状況資料集」 
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②事業の内容 

新富町は、東京ドーム約 460 個分にも及ぶ広大な農地を有し、ピーマン・キュウリ・

トマト・ズッキーニ・ライチ・キンカンなど、年間を通して多彩な農作物が収穫される

地域である。この特徴を生かし、新富町役場、町内農家の協力のもと、新富町を農業課

題の解決をはかるスマート農業の集積地とすることを目指した事業が新富アグリバレ

ープロジェクトである。 

本プロジェクトを主導したのは、新富町が 100％出資してつくられた一般財団法人こ

ゆ地域づくり推進機構（以下、こゆ財団）である。こゆ財団は、若手農家や農業ベンチ

ャー等が集まり課題や解決策を議論する「儲かる農業研究会」の開設を構想していた農

家を支援し、地元農家が抱える課題を民間企業や高等専門学校生等がもつソリューシ

ョンを検討し、実際に農場でのデータ活用やプロトタイピングを実施する取組みを実

施した。 

また、このような課題を持続的に解決していく仕組み作りとして、エンジニアリング

ができる人材が集まり農業者とつながる場が必要であったため、農業ベンチャー等が

行政のサポートを受けながら農家と連携し実証実験の成功事例を生みだす場として、

商業施設をリノベーションしたシェアオフィス「新富アグリバレー」を開設した。 

新富の農家と農家の課題を解決したい民間企業を、こゆ財団及び自治体職員が橋渡

しし、課題解決のための実証実験を行政職員とこゆ財団が支援しているのが、当事業の

全体像である。 

 

③事業設立／導入の経緯 

■こゆ財団の設立 

新富町は前述の通り、人口減少が最大の地域課題であり、重要産業である農業の就業

者も減少傾向にある状況で、持続可能な地域の実現を目指していた。そのために、地域

外から外貨を稼ぎ、稼いだ資金を地域内で循環させるとともに、それを実行できる人材

を獲得するための施策を検討していた。 

役場の中で、複数案（役割の転換、人員配置変更等）を検討した中で、行政だけでビ

ジョンを実現するには限界があると考えた。そこで、行政ができない「商売をして稼ぐ」

ことができ、得られた利益を「地域に再投資」することができる中間支援組織として、

地域商社の設立を検討するに至った。 

地域商社の設立は、新富町として初めての試みであったが、新富町総合政策課（以下、

LIP 担当課）職員が主導して地域商社設立のための全体設計を担当した。当職員は、新

富町で一過性な取組みだけではなく、お金を稼いでノウハウを普及することで、「持続

的に地域経済を回せる仕組み」を確立したいと考え、町長や議会の理解を得るためのア

クションを実施した。 
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具体的には、新富町に存在した観光協会を発展的に解散し地域商社の形で法人化す

るという計画であるが、関係者の理解を得るためにも、持続性のある組織であることを

証明する必要があった。特に、資金と人材をどう確保するかが大きな課題であった。 

そこで LIP 担当課担当者と旧観光協会のスタッフが中心となり、新富町のふるさと

納税額を 2,000 万円（2015 年実績）から１億円まで引き上げるという目標を掲げ、Web

での PR や返礼品の紹介などの施策を手掛けた。成果報酬として寄付額×料率の額を自

治体から受領することで法人の運営資金にすることを狙ったものであるが、施策の結

果、ふるさと納税の額を目標を大きく上回る 4億 3000 万円（2016 年度実績）へと伸ば

すことに成功した。（こゆ財団設立後の 2017 年には 9億 3,000 万円まで伸長。） 

LIP 担当課職員はこの目標を達成するために、考えうる施策は自らすべて実行すると

いう強い意志で取り組んだ。ヒット商品を作らなければ目標を達成できないというプ

レッシャーの中、町内の生産者等を１件ずつ訪問し、営業・提案・金額交渉、他地域の

視察・商品動向分析、ふるさと納税サイトを運営するプラットフォーマーへの企画持ち

込み、首都圏でのふるさと納税イベントの開催等、限られた人員で多くのトライ＆エラ

ーを重ねて、施策を実行していった。 

結果につながらない施策もあったものの、数ある中から「うなぎの白焼き」や「新富

ライチ」といったヒット商品を生みだし、ふるさと納税や首都圏の店舗等で新富の特産

品として取り上げてもらうといった地道な活動が、目標達成に結びついた要因といえ

る。現在、こゆ財団が掲げる「世界一チャレンジしやすいまち」のビジョンも、LIP 担

当課職員や、こゆ財団、その価値観に共感した新富町関係者たちの行動が作りだしたも

のだといえる。 

また、ふるさと納税のイベント講演を通じて経営のプロフェッショナル人材と出会

い、「まちづくりのプロ」の招聘の必要性を議会から助言いただいたことをきっかけに、

当人材をこゆ財団の経営者として招聘を依頼するなど体制作りに奔走した。 

2014 年から 2016 年までの 2年間に町役場で何度も審議を繰り返したが、これらの実

績を踏まえ、2017 年 4 月に議会の承認を得て、旧観光協会を発展的に解散して新たに

組織した地域商社の設立が実現した。町役場の幹部職員も、LIP 担当課職員の動きを認

め、ボトムアップの提案を突っぱねるのではなく、経営的な目線をもって提案を受け入

れたことが大きな要因であると言える。 

地域商社設立にあたっては、意思決定のスリム化（代表者を 1名、出資者 1名、出資

額 300 万で設立可能）を図ることができるメリットと、非営利団体として得られた利益

を地域へ再投資することを義務付けることができるメリットを考慮し、一般財団法人

の形態を選択した。新富町からの出資金に加え、地方創生加速化交付金を活用して運営

基盤を構築するとともに、こゆ財団の運営資金は新富町のふるさと納税に係る委託業

務をベースに、当時は寄付金額の 6％（現在は寄付金額の 8％）の代行手数料を受領す

ることで、持続的な運営を実現している。 
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こゆ財団が中間支援組織として機能することにより、行政に代わって地域課題の解

決に向けた様々な事業を、スピード感をもって実行していくための体制を作ることが

できたといえる。 

 

図表:事業設立／導入にかかる実施内容 

 

 

⑤ 事業のプロセス 

新富アグリバレー構想は、こゆ財団が開設した儲かる農業研究会への参加を通じて、

農家の課題が共有され（課題設計）、参加または協働する民間事業者等が解決策等を一

緒に模索する（共同研究）。これらは儲かる農業研究会の中で実施され、具体的な農業

の課題解決は、主に研究会に参加する農家の農場を使って実施される（実証実験）。農

家から直接フィードバックをしてもらうことで「効果検証」を経て、「実装」を目指す。 

 

【課題抽出】  

2018 年、こゆ財団主催で、意欲や問題意識のある若手農家や、農業ベンチャー、高

等専門学校が集まり、農家の課題をテクノロジーで解決するための研究会である「儲か

る農業研究会」が立ち上がった。当研究会では、毎月勉強会を開催し、取得した農業の

データの見方や天候の予測の傾向で今年の対策を検討する、といったアジェンダを通

じ、新富町農家の経営の見える化がなされていった。 

「儲かる農業研究会」設立前は、より良い農業経営に向けて経営課題を共有する機会

がなかったが、研究会設立後は当研究会において若手農家が直面している農業経営の

課題が共有され、その課題に対峙できるソリューションやテクノロジーの知見を持つ

農業ベンチャーや高専等が議論することで、課題を明確に定義していくことができた。 
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なお、2019 年からは農業ベンチャーのテラスマイル社が情報提供を実施した。28 

前述の農家の就労者減少の影響等から人手不足が深刻であり、農家の生産量が上が

ったという実績があっても収穫する人が確保できずボトルネックになる、という具体

的な課題があったことから、解決策を持つベンチャー企業や新規就農を考える移住者

等が集まる場を作る構想を検討していった。 

 

【事業者選定（農家とのマッチング）】 

こゆ財団は 2019 年に、課題を持続的に解決していく仕組み作りとして、エンジニア

リングができる人材が集まり農業者とつながる場が必要であったため、農業ベンチャ

ー等が行政のサポートを受けながら農家と連携し実証実験の成功事例を生みだす場と

して、商業施設をリノベーションしたシェアオフィス「新富アグリバレー」を開設した。 

また、農業ベンチャーを誘致することに加えて、新富町発の農業ベンチャーAGRIST 社

が 2019 年に創立された。当時、新富町全体でパートを含む労働力の減少が大きな課題

となっており、最も担い手が必要な収穫時において、それを補完するロボットが必要で

あるという結論が出ていた。AGRIST 創業メンバーは、農家の課題解決のためのロボ

ット開発会社を探していたものの、資金面等で大手の農機メーカーとは具体的な進展

が困難であったが、高専発の学内ベンチャーを立ち上げていた人材との出会いにより、

農家の課題を解決する自動収穫ロボットを開発する会社の創立が実現した。 

このような取組みの結果、新富町農家と連携する農業ベンチャーが儲かる農業研究

会を通じてつながりを持ち、自発的に農家と連携する事業者が選定されていった。 

 

【実証実験】 

儲かる農業研究会を通じて、技術を持つ高専や、農業ベンチャーが新富町に集積する

なかで、共同研究や実証実験による農家の課題解決を図っていった。こゆ財団が連携協

定を結んでいる高専生のインターンシップを受け入れ、農家との共同研究としてロボ

ット等のデモ機を制作する取組みを実施した。 

また、AGRIST 社の収穫ロボット開発では、儲かる農業研究会に参加する農家の農場

を利用するとともに、当農家自身が AGRIST 社にアドバイザーとして入ってもらうこと

で、どのようなロボットが必要か具体的なフィードバックを受けることができた。地元

農家と農業ベンチャーとの間をこゆ財団が取り持つすることで、スムーズに取組みに

協力いただける関係を築いている。 

 
28 「儲かる農業研究会」は 2020 年ぐらいまでの間に、一旦の役割を終えた。コロナで集まることが難し

くなったこと、意識に少しバラつきが出てきたことがあり、意識的に集まる個人こそが大事であることか

ら、研究会としての活動は終え、現時点では個別に声をかける形でこゆ財団がこの第三者的に関わりを作

っている。 
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なお、2020 年から 2021 年にかけての 2年間、農水省のスマート農業実証実験のコン

ソーシアムメンバー（新富町役場、宮崎大学、テラスマイル、工業技術センター、儲か

る農業研究会および地元企業複数社）に AGRIST が参画して実証実験を行い、儲かる農

業研究会メンバーの農家で、ピーマン農家 4 件、きゅうり農家 2 件に協力いただき実

証実験を実施している。  

このように、こゆ財団の支援により国の実証実験事業にコンソーシアムを結成して

取り組むなどのアクションも実施している。 

 

【効果検証・実装】 

農家との実証実験においては、協力いただいた農家から直接のフィードバックを受

ける等により、制作したプロトタイプのブラッシュアップが見込まれる。農水省のスマ

ート農業実証実験においては、事前に目標を定め、目標に対する達成状況を正確に記録

することで、その後の課題を明確に定義している。 

AGRIST 社に関しては、儲かる農業研究会に参画する農家がアドバイザーとして経営

に参画し、農家と共同で自動収穫ロボットを作り、効果検証するという作業を通じて、

プロトタイプの精度を高め、市場への投入に向けて着実に段階を進めていった。 

また 2019 年より東京にて「スマート農業サミット」を開催し、毎月 1回イベントを

行い、パナソニック、ソニー、エネオスといった農業畑でない企業ともコミュニケーシ

ョンをとることで、農業ベンチャーを含む多様な企業と地域とマッチングするための

機会を創出した。2019 年 11 月には「スマート農業推進協会」を設立し、2020 年以降は

オンラインビジネスマッチングイベントを開催している。 

 

 

  




